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はじめに 

 

介護を必要とする方々を社会全体で支援する仕組みと

して、平成１２（2000）年４月に開始された介護保険制度

も１８年が経過し、サービス利用者が増加するとともに、

介護サービス提供事業所数も着実に増加し、介護が必要な

市民の支えとして定着しています。 

阿賀野市の平成２９（2017）年９月末現在の高齢者人口は 13,454 人、高齢化率も

31.1％となっており、さらなるサービス提供体制の充実が必要となります。 

また、一人暮らし高齢者、夫婦のみの高齢者世帯や認知症である高齢者が増加する

と予測され、団塊の世代が７５歳以上となり介護が必要な高齢者が急増すると予想さ

れる平成３７（2025）年を目途に、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、「地

域包括ケアシステム」の深化・推進に向けた取り組みが重要となってまいります。こ

のため、平成２９（2017）年度から開始した介護予防・日常生活支援総合事業及び生

活支援・介護予防のサービス体制について、さらに充実・整備等してまいります。 

高齢者がいつまでも健康でいきいきと豊かな生活が送られるあるべき姿として「住

み慣れた地域で、可能な限り自立した生活を送っています」を目標に、「阿賀野市高

齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画」を策定し、その実現に向けて取り組むべき

施策をとりまとめました。 

今後は、この計画に基づき、高齢者にやさしく暮らしやすい阿賀野市を目指してま

いります。 

終わりに、本計画の策定に当たり、ご尽力いただきました阿賀野市介護保険事業計

画策定委員会の委員各位と、日常生活圏域ニーズ調査等にご協力いただきました市民

の皆様、関係の方々に対し厚くお礼申し上げますとともに、本計画実現のため、なお

一層のご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成３０年３月 

阿賀野市長  田 中 清 善 
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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

21世紀の超高齢社会における介護問題の解決を図るため、国民の共同連帯の理念に基

づき、要介護者等を社会全体で支援する仕組みとして介護保険制度が創設されました。 

その後17年が経過し、サービス利用者は制度創設時の３倍を超えて500万人に達して

おり、介護サービスの提供事業所数も着実に増加し、介護が必要な高齢者の生活の支えと

して社会に定着してきています。 

その一方、平成37（2025）年には団塊世代すべてが75歳以上となるほか、平成52

（2040）年には団塊ジュニア世代が65歳以上になるなど、人口の高齢化は今後さらに

進展すると見込まれています。また、75歳以上人口をみると都市部では急速に増加、高

齢者人口の多い地方でも緩やかに増加するなど、各地域の状況は異なります。 

こうしたなか、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことを可能としていくために、「若い世代からの生活習慣の改善と高齢者を

支える地域体制の確立」を基本方針として、介護サービスの基盤整備や介護予防の推進を

図るとともに、在宅サービス及び地域密着型サービスの充実・強化等の施策を展開してき

ました。第７期計画においては、平成37（2025）年の高齢者のあるべき姿を設定する

とともに、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、「①医療・②介護・③介護予防・

④生活支援・⑤住まい」が切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進

に向けた取組をさらに推進していく段階として位置づけております。 

市民一人ひとりが生涯にわたって真に幸福を享受できる高齢社会を築き上げていくた

めには、市民が住み慣れた地域で誇りをもって住み続けられ、人生を実り豊かに過ごせ、

成熟化に向かう中で活力を持ちつづけられる地域社会をつくっていかなければなりませ

ん。21世紀は「高齢者の世紀」といわれ、高齢者像の問い直しが始まっています。高齢

者を社会的弱者としてではなく、高齢社会を支える一員として、就業や様々な社会参加の

条件整備や、その潜在能力を社会に生かす仕組みづくりを進める必要があります。さらに、

高齢者を含めすべての世代が持てる力を出し合い、ともに支え合う地域社会の形成が求め

られています。 

このような高齢者を取り巻く状況に対応できるように、阿賀野市高齢者福祉計画・第７

期介護保険事業計画（以下、本計画）は第６期計画を見直し、様々な課題を解決していく

ために、市、市民、関係者等が協働して取り組む内容をまとめたものです。 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、老人福祉法第20条の８に規定された市町村老人福祉計画である「阿賀野市

高齢者福祉計画」と介護保険法第117条に規定された市町村介護保険事業計画である「阿

賀野市介護保険事業計画」を一体的に策定したものであり、阿賀野市（以下、本市）にお

ける高齢者保健福祉施策の総合的指針として位置づけられるものです。 

なお、市町村老人保健計画については、老人保健法の改称・改正に伴い平成20（2008）

年３月末で策定義務はなくなり、これに関連した事業は健康増進法や高齢者の医療の確保

に関する法律に移管されましたが、本計画では健康増進法及び高齢者の医療の確保に関す

る法律に係る高齢者保健事業についても記載しています。 

また、本計画は「阿賀野市総合計画」で掲げる政策推進、行政改革（行政経営）、健全

財政の３側面を包含した計画の７つの政策のうち、「高齢者や障がい者福祉の充実」のひ

とつとしてすべての市民が住み慣れた地域で元気に過ごせるため、保健福祉分野における

阿賀野市地域福祉計画・地域福祉活動計画、障がい者計画・障がい福祉計画、並びに関連

計画との調和を図り策定したものです。 

図表 計画の位置づけ  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

阿賀野市子ども・子育て支援事業計画 

 

阿賀野市障がい者計画・障がい福祉計画 

高齢者や障がい者福祉の充実 
 

その他の施策 
 

 
阿賀野市総合計画 

「元気で 明るく 活力のある 魅力的なまち」 
 

阿賀野市総合計画       阿賀野市地方創生 
基本構想           総合戦略 

阿賀野市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

阿賀野市地域福祉計画・地域福祉活動計画 
 

その他関連計画 

第２次 健康あがの 21計画 
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なお、阿賀野市介護保険事業計画については、介護給付等対象サービスや地域支援事業

の見込量とその確保策、事業費を示すとともに、サービス等の円滑な提供を図るための事

業や介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施及び介護給付の適正化を確保するため

の施策を体系的に示すものです。 

さらに、本計画は地域において医療・介護に関するサービスを総合的に確保することか

ら、新潟県高齢者保健福祉計画や新潟県地域保健医療計画との整合性を図るともに、本市

の他計画との整合性を確保しました。 

第３節 計画期間 

本計画は、平成30（2018）年度を初年度とし、平成32（2020）年度までの３年間

を計画期間とします。また、本計画は平成37（2025）年の目標に至る中間段階の３年

間として位置づけられます。 

一方で、高齢化のピークを迎えるまでに、高齢者が安心して暮らせる「地域包括ケアシ

ステム」の取組を深化・推進を目指す時期となります。 

図表 計画期間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４節 計画の策定体制 

この計画は、庁内関係各課の連携により作成し、福祉・保健・医療分野の専門家ならび

に学識経験者で構成する阿賀野市高齢者福祉計画及び阿賀野市介護保険事業計画策定委

員会で検討したほか、県との内容調整を行いました。地域包括ケアシステムの構築にあた

っては、庁内関係各課から構成される検討会を立ち上げ、ケア会議の意見・要望を踏まえ

て地域の実情を勘案しながら検討を行いました。 

また、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（アンケート調査）、パブリックコメントな

どを通じ、幅広く市民の要望・意見を反映しています。  

2015 2025 

団塊世代が 
65 歳に 

 

団塊世代が 
75 歳に 

 

第８期計画 
2021～2023 

第９期計画 
2024～2026 

第５期計画 
2012～2014 

<2025年までの見通し> 

第７期計画 
2018～2020 第６期計画 

2015～2017 
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第５節 平成 29（2017）年介護保険制度改正の主な内容 

介護保険制度の改正は、平成30（2018）年４月施行に向けて「地域包括ケアシステ

ムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が平成29（2017）年6月2日に

公布されました。 

改正１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組を推進 

○各市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重症化防止に向けて取り組む仕組みを

制度化 

○国から提供されたデータを分析したうえで介護保険事業計画を策定し、介護予防・

重症化防止等の取組内容と目標を記載 

○県による市町村への支援事業の創設と、財政的インセンティブの付与規定の整備 

○地域包括支援センターの機能強化 

○居宅サービス事業者等の指定に対する保険者の関与強化 

○認知症施策の推進 

改正２ 医療・介護の連携の推進等 

○「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」としての

機能を兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設 

○医療・介護の連携等についての必要な情報の提供や支援を、県が市町村へ行うよう

規定を整備 

改正３ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等 

○市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり、福祉分野の

共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化 

○高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害

福祉制度に新たに共生型サービスを位置づけ 

○有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（老人福祉法一部改正） 

改正４ 所得の高い層の利用負担割合の見直し 

○介護サービスの利用負担について、世代間・世代内の公平性を確保しつつ制度の持

続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割

に引き上げ 

改正５ 介護納付金への総報酬割の導入 

○各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）について、被用者保険

間では『総報酬割』に変更 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 

第１節 阿賀野市の概況 

本市は、新潟平野のほぼ中央に位置し、南側に大河阿賀野川が流れ、東側に標高1,000

メートル級の山々が連なる五頭連峰を背にして形成された扇状地に6,500ヘクタール余

りの水田が広がる穀倉地帯です。 

県都新潟市から南東へ約20キロメートル、東は新発田市、阿賀町、西は新潟市、南は

五泉市、阿賀町、北は新潟市、新発田市にそれぞれ接しています。磐越自動車道と国道

49号が南北に、国道460号と290号、ＪＲ羽越本線が東西に走り、県都に隣接する自然

環境豊かな地域です。気候は、日本海側気候に属していますが、冬期間でも近年の暖冬傾

向により、小雪で日常生活に支障が出るようなことは少なくなっています。春から夏にか

けて、阿賀野川の水面を渡るように、時折強い東南（ダシ）の風がこの地域を吹き抜けます。 

図表 阿賀野市の位置図 
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第２節 高齢者の人口等 

１ 高齢者人口 

本市の総人口は、平成12（2000）年をピークに減少の局面となり、平成29（2017）

年には43,234人となりました。一方、65歳以上の高齢者は一貫して増加しています。 

平成27（2015）年９月の本市の高齢化率（30.1％）は、新潟県平均（29.9%）よ

り0.2ポイント、全国（26.7%）より3.4ポイント高く、人口の高齢化が進んでいます。 

いわゆる団塊の世代が後期高齢者に達する10年後、平成37（2025）年を見据えた、

高齢社会のあり方をイメージしていく必要があります。 

図表 阿賀野市の人口の推移 

単位：人、％ 

区  分 
2000年 
（Ｈ12年） 

2005年 
（Ｈ17年） 

2010年 
（Ｈ22年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2017年 
（Ｈ29年） 

総人口 48,456  47,043  45,560  43,415  43,234  

０～39 歳 21,250  19,372  17,816  15,676  15,507  

40～64 歳 16,320  16,098  15,779  14,662  14,273  

65 歳以上 10,886  11,573  11,965  13,077  13,454  

前期高齢者 6,121  5,615  5,087  5,901  6,347  

後期高齢者 4,765  5,958  6,878  7,176  7,107  

高齢化率 

阿賀野市 22.5  24.6  26.3  30.1  31.1  

新潟県 21.3  23.9  26.3  29.9  31.3 

全 国 17.3  20.0  23.1  26.7  27.7 

資料：平成12（2000）～平成27（2015）年は国勢調査 
平成29（2017）年は住民基本台帳（９月30日） 

新潟県・全国の高齢化率は内閣府平成26（2014）年度版 
高齢社会白書（10月１日） 
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２ 高齢者の世帯 

高齢者世帯は、人口が減少に転じたなかで増加を続け、結果として核家族や単身世帯が

増えることになっています。平成27（2015）年の65歳以上の高齢者のいる世帯は8,038

世帯で、一般世帯の60.2％と半数を超える世帯になっています。また、高齢者の単身世

帯は1,072世帯、高齢夫婦世帯は1,090世帯で増加傾向となっています。 

図表 阿賀野市の高齢者世帯の状況 

単位：世帯、％ 

区  分 
2000年 
（Ｈ12年） 

2005年 
（Ｈ17年） 

2010年 
（Ｈ22年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2017年 
（Ｈ29年） 

一般世帯数 Ａ 12,624  12,837  13,140  13,362  14,392 

高齢者同居世帯 Ｂ 5,775  5,827 5,941 5,876 5,844 

 比率 Ｂ/Ａ 45.7 45.4  45.2 44.0 40.6 

高齢者単身世帯 Ｃ 532  683  821  1,072  1,509 

 比率 Ｃ/Ａ 4.2  5.3  6.2  8.0 10.5 

高齢者夫婦世帯 Ｄ 754  910  850 1,090  1,236 

 比率 Ｄ/Ａ 6.0  7.1  6.5  8.2 8.6 

資料：平成12（2000）～平成27（2015）年は国勢調査 
平成29（2017）年は住民基本台帳（９月30日） 

市内施設(特別養護老人ホーム・ケアハウス・特定入所者生活介護)に住所を定める者を除く 

図表 阿賀野市の高齢者同居世帯の推移 
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３ 保健・福祉事業の現況 

（１）保健・医療・福祉の基盤現況 

高齢者を支える保健・福祉の基盤として、保健センター（４ヶ所）、老人福祉セン

ター（１ヶ所）、地域包括支援センター阿賀野（市役所）・地域包括支援センター笹

神（笹神支所）２ヶ所を設置し、安田地区並びに京ヶ瀬各地区の支所内に総合相談窓

口を開設しております。 

また、集会場やコミュニティセンター、集落センターなど、各集落にある施設を活

用した介護予防事業を積極的に展開し、高齢者の健康増進や支援が必要な人を支えて

います。 

各種事業にあたっては、医療機関や関係機関と協力して必要な専門職の確保に努め

ながら実施しています。 

図表 主な保健・医療・福祉施設の状況 

区  分 水原地区 安田地区 京ヶ瀬地区 笹神地区 

保健・福祉 
施設 

水原保健センター 
介護保険関係事
業所 
障がい者関係事業
所 

安田保健センター 
介護保険関係事
業所 
障がい者関係事業
所 

京ヶ瀬保健センタ
ー 
介護保険関係事
業所 
障がい者関係事業
所 

笹神保健センター 
介護保険関係事
業所 
障がい者関係事業
所 

老人福祉 
センター 

― ― 
保健福祉センター
「京和荘」 

― 

医療機関 
あがの市民病院 
民間医療機関 

阿賀野病院 
民間医療機関 

民間医療機関 民間医療機関 

地域包括支援 
センター 

地域包括支援セン
ター阿賀野 

総合相談窓口 総合相談窓口 
地域包括支援セン
ター笹神 

介護施設 

特別養護老人ホ
ーム白鳥荘 
特別養護老人ホ
ームシンパシー 
介護老人保健施
設五頭の里 
介護療養型医療
施設あがの市民病
院 

特別養護老人ホ
ームやすだの里 
特別養護老人ホ
ームあがの八雲苑 
特別養護老人ホ
ームかがやき苑 
介護老人保健施
設阿賀の庄 

特別養護老人ホ
ームコスモスの里 

特別養護老人ホ
ームはぐろの里 

資料：高齢福祉課（平成29（2017）年10月１日現在） 
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（２）保健・福祉事業の推進状況 

本市では、一般市民を対象に健全な生活習慣の確立と身体機能の回復と維持を目指

す保健事業と、高齢者の在宅支援に向けた各種の福祉サービスを関係機関と連携し、

実施してきました。 

また、町村合併（平成16（2004）年）により整理・統合した施策は10年以上が経

過したなかで検討や修正を行いました。 

福祉分野においては、介護保険事業では地域支援事業の介護予防・生活支援サービス

事業をはじめ一次介護予防事業や包括的支援事業・任意事業などに取り込んでいます。 

保健分野においては、健康増進法、高齢者の医療の確保に関する法律の施行により、

事業内容が大きく変化してきています。メタボリックシンドロームなどの生活習慣病

予防対策と健康寿命を延ばすための健康づくり事業が、より一層重要になっています。 

図表 健康増進事業の実施状況 

種  別 項  目 実績 2016年度（Ｈ28年度） 

健康手帳 手帳交付数 延べ71人 

健康教育 

歯周疾患 115回 延べ3,531人 

病態別 5回 延べ235人 

健康増進（栄養） 609人 

健康増進（運動） 1,602人 

成人・老人 39回 延べ549人 

健康相談 一般健康相談 37回 延べ908人 

健康診査 

一般健康診査 
3,565人 

（75歳以上 755人） 

一般健康診査結果指導会 711人 

成人歯科検診 226人 

がん検診 

肺がん検診 
4,387人 

（65歳以上 2,917人） 

胃がん検診 
1,795人 

（65歳以上 1,015人） 

大腸がん検診 
3,550人 

（65歳以上 1,977人） 

子宮頸がん検診 
1,036人 

（65歳以上 257人） 

乳がん検診 
1,315人 

（65歳以上 301人） 

前立腺がん検診 
498人 

（65歳以上 340人） 

機能訓練 
実施回数 21回 

参加人数 315人 
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種  別 項  目 実績 2016年度（Ｈ28年度） 

訪問 

要指導 192人 

閉じこもり 10人 

介護家族 0人 

その他 3人 

資料：健康推進課 

図表 施設サービスの実施状況 

種  別 項  目 実績 2016年度（Ｈ28年度） 

養護老人ホーム 利用者人数 15人 

ケアハウス 利用者人数 76人 

資料：高齢福祉課 

図表 在宅福祉サービス・地域支援事業の実施状況 

種  別 項  目 
実績 2016年度 

（Ｈ28年度） 

生活支援事業 

配食サービス 利用世帯数 84世帯 

提供食数 3,511食 

玄関先除雪事業 自治会補助件数 7件 

老人世帯等雪降ろし事業 対象世帯数 235世帯 

負担の軽減 
介護サービス利用者助成金支給事業 助成実人数 162人 

重度心身障害者介護手当支給事業 助成実人数 270人 

緊急通報装置 
貸与事業 

緊急通報装置貸与事業 168人 

介護予防事業 

（１）二次予防事業 
ア、二次予防事業対象者把握事業（年間把握人数） 

 
468人 

イ、通所型介護予防事業 実施回数 
利用実人数 

12回 
22人 

ウ、訪問型介護予防事業 実施回数 
利用実人数 

13回 
3人 

（２）一次予防事業 
ア、介護予防普及啓発事業 実施回数 

参加延人数 

 
1,131回 

21,614人 

イ、地域介護予防活動支援事業 実施回数 
参加延人数 

98回 
1,680人 
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種  別 項  目 
実績 2016 年度 

（Ｈ28 年度） 

包括的支援事業 

（１）介護予防ケアマネジメント事業 
二次予防事業対象者 実施件数 

468件 

（２）総合相談支援事業 相談延実数 2,562件 

（３）権利擁護事業 相談実件数 30件 

（４）包括的・継続的ケアマネジメント事業研修会・ 
連絡会議 開催回数 
参加延人数 

 
31回 

390人 

（5）認知症施策推進事業 支え合い地域づくりセミナー
開催回数 
参加延人数 

 
4回 

221人 

（6）認知症ケア向上推進事業 認知症サポーター養成
講座 講座実施回数 
認知症サポーター養成人数 

 
14回 

354人 

（7）認知症ケア向上推進事業 認知症カフェ開催 
開催回数 
参加延人数 

 
12回 
59人 

任
意
事
業 

家族介護 
支援事業 

ア、家族介護支援教室（介護者のつどい） 
実施回数 

5回 

イ、家族介護継続支援事業 
（紙おむつ購入費等助成） 実人数 

 
647人 

その他事業 
ア、成年後見制度利用支援事業 申立件数 0件 

イ、地域自立生活支援事業 
（一人暮らし高齢者の救急搬送）通報件数 

65件 

他の事業 

高齢者住宅改造費助成事業 総回数 6回 

老人クラブ クラブ数 30クラブ 

敬老会事業 6,473人 

シルバー人材センター 受託件数 3,444件 

シルバー人材センター 会員数 339人 

資料：高齢福祉課ほか関係機関 
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第３節 ニーズ調査結果からみえた現状分析 

１ 調査の実施概要 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

要介護状態になる前の高齢者に対する「要介護度の悪化につながるリスクの発生状

況」及び「要介護度の悪化に影響を与える日常生活の状況」のアンケートを実施し、

地域包括ケアシステム構築のための地域課題の抽出とサービス基盤の方向性を検討す

るための基礎資料を得ることを目的としています。 

調査対象者 

平成 28（2016）年 12 月１日現在、阿賀野市に居住する
65 歳以上の一般高齢者及び要支援１・２認定者（要介護１
～５認定者を除く）3,000 人を無作為抽出 

3,000 人 

調査方法 
対象者へ郵送による調査を実施。 
実施施期間は平成 29（2017）年１月 24 日～２月 10 日 

 

調査票の設計 

１ あなたのご家族や生活状況について 6 設問 

２ からだを動かすことについて 10 設問 

３ 食べることについて 10 設問 

４ 毎日の生活について 18 設問 

５ 地域での活動について 3 設問 

６ たすけあいについて 8 設問 

７ 健康について 7 設問 

設問数合計 62 設問 

（２）在宅介護実態調査 

「地域包括ケアシステムの構築」という観点に加え、「介護離職をなくしていくた

めにはどのようなサービスが必要か」など「高齢者等の適切な在宅生活者の継続」と

「家族等介護者の就労継続」の実現に向けた介護サービスのあり方を検討するための

基礎資料を得ることを目的としています。 

調査対象者 

平成 28（2016）年 12 月１日現在、阿賀野市内において
在宅で生活しており要支援・要介護認定を受けている 65 歳
以上の方のうち、更新申請・区分変更申請に伴う認定調査を
受けた方（※特別養護老人ホーム入所者等を除く。） 

325 人 

調査方法 
市の認定調査員が介護認定調査時に実施。 
実施施期間は平成 29（2017）年 1 月４日～4 月 10 日 

 

調査票の設計 

Ａ票-基本調査項目 6 設問 

Ａ票-オプション項目 9 設問 

Ｂ票-基本調査項目 4 設問 

Ｂ票-オプション項目 1 設問 

設問数合計 20 設問 
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２ 調査結果からみえた分析 

平成28（2016）年度に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」と「在宅介

護実態調査」の分析結果から現状の問題点を抽出しました。 

分析１ 介護予防事業対象者は一般高齢者の７割を占める 

要介護（支援）認定者を除く一般高齢者（以下一般高齢者）のうち、70.1％が介護

予防事業対象者と判定されました。そのため、各地域で開催する介護予防事業に一人

でも多くの高齢者が参加できるよう、周知の徹底や参加勧奨を行うことが必要となり

ます。 

【報告書※1 第３章「地区別分析」 ４つの高齢者像別出現率】 

分析２ 一般高齢者の 4.5 割以上が「認知機能の低下」、３割以上が「うつ

傾向」 

介護予防事業対象者の内訳をみると、「認知機能の低下」（46.7％）、「うつ傾向」

（33.9％）と多く、次いで「閉じこもり傾向」（21.7％）、「口腔機能の低下」（19.8％）、

「運動器の機能低下」（15.8％）、「低栄養の傾向」（0.9％）の順となっています。 

そのため、通所系介護予防には運動系だけでなく認知症や口腔機能の予防を含めた

統合型プログラムの実施とともに、うつ傾向・閉じこもり傾向高齢者に対する訪問系

介護予防の実施は不可欠となります。 

【報告書 第３章「地区別分析」 リスクに該当する高齢者の出現率】 

分析３ 生活支援事業対象者は一般高齢者の２割以上 

一般高齢者の23.6％が生活支援事業対象者と判定されました。また、生活支援対象

者と介護予防事業対象者の重複該当者は70.1％で、この方々が要介護認定者の予備群

となります。そのため、ニーズに対応した生活支援サービスの提供体制の早急な整備

が望まれます。 

【報告書 第３章「地区別分析」 生活支援事業対象者出現率】 

分析４ 一般高齢者の３割が元気高齢者を含めた旧一次予防事業対象者 

一般高齢者の29.9％が元気高齢者を含めた旧一次予防事業対象者と判定され、ボラ

ンティア活動や生活支援事業の担い手となれる方々です。その中には就業中の方もい

ますが、その多くは悠々自適の生活をされている高齢者と思われるため、ボランティ

アポイント制度を導入し、地域活動の担い手として貢献できる仕組みづくりが必要と

なります。 

【報告書 第３章「地区別分析」 ４つの高齢者像別出現率】  

                                                   
※1：報告書とは、「阿賀野市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書（平成 29 年３月）」。 
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分析５ 一般高齢者の２割弱が就業、１割台が趣味活動など 

生きがい活動（週1回以上）をみると、就業中の高齢者は16.1％、スポーツ・趣味

グループ（クラブ）や学習・教養サークルで活動している高齢者は21.0％いて、ボラ

ンティアグループや老人クラブにおける活動は５％未満の少数となっています。 

【報告書 第２章「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果」 問５-(１)】 

分析６ 一般高齢者の 5.5 割が地域活動へ参加意向、世話役での参加は約

３割 

社会活動の意向をみると、一般高齢者の55.2％は地域活動の参加意向があるととも

に、世話役としての参加意向は28.9％となり、地域活動の関心は高まってきています。

年代別では65～69歳（67.0%）、70～74歳（59.6%）の参加意向が高く、世話役

としての参加意向も65～69歳（36.1％）、70～74歳（30.3%）となり、団塊の世

代を中心に参加意向が高くなっています。 

そのため、高齢者の方々には社会貢献活動として生活支援サービスの担い手や地域

の安心・安全活動などを担っていただく機会が到来していると思われます。 

【報告書 第２章「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果」 問５-(２)】 
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第４節 介護保険事業の現況 

１ 認定と給付 

（１）認定者の推移 

要介護等認定者数の推移をみると、一貫して増加傾向にあり、平成28（2016）年

には2,679人となっています。 

図表 要介護等認定者数（第１号のみ）の推移 

単位：人 

区 分 
2012年 
（Ｈ24年） 

2013年 
（Ｈ25年） 

2014年 
（Ｈ26年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2016年 
（Ｈ28年） 

要支援１ 158 148 163 191 235 

要支援２ 295 305 365 397 467 

要介護１ 390 382 371 435 415 

要介護２ 469 505 502 519 496 

要介護３ 378 395 418 407 437 

要介護４ 346 379 378 374 357 

要介護５ 327 347 335 312 272 

計 2,363 2,461 2,532 2,635 2,679 

資料：介護保険事業状況報告 
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図表 要介護度別構成比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 介護度別構成比 国・県・市比較（平成 28（2016）年） 
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（２）認定率の推移 

第１号被保険者数に対する要介護等認定者数の割合をみると、本市は、国・県より

も高い水準で推移しています。 

全体としては上昇傾向にあり、平成28（2016）年には20.3％となっています。 

図表 第１号被保険者数に対する要介護等認定者数の割合 
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２ 居宅サービスの利用状況 

（１）居宅サービス利用者数 

居宅サービス利用者数の推移をみると、一貫して増加傾向で推移し、平成28（2016）

年には1,525人となっています。 

図表 居宅サービス利用者数 

単位：人 

 2012年 
（Ｈ24年） 

2013年 
（Ｈ25年） 

2014年 
（Ｈ26年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2016年 
（Ｈ28年） 

要支援１ 58 54 61 69 103 

要支援２ 172 189 214 237 301 

要介護１ 244 240 219 260 290 

要介護２ 344 350 359 365 362 

要介護３ 225 244 248 251 255 

要介護４ 163 172 154 131 140 

要介護５ 81 100 95 86 74 

計 1,287 1,349 1,350 1,399 1,525 

資料：介護保険事業状況報告 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

58 54 61 69 103 
172 189 214 237 

301 
244 240 219 

260 

290 
344 350 359 

365 

362 
225 244 248 

251 

255 
163 172 154 

131 

140 

81 
100 95 

86 

74 
1,287  

1,349  1,350  
1,399  

1,525  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

（人） 



第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

23 

4.5  

4.0  

4.5  

4.9  

6.8  

13.4  

14.0  

15.9  

16.9  

19.7  

19.0  

17.8  

16.2  

18.6  

19.0  

26.7  

25.9  

26.6  

26.1  

23.7  

17.5  

18.1  

18.4  

17.9  

16.7  

12.7  

12.8  

11.4  

9.4  

9.2  

6.3  

7.4  

7.0  

6.1  

4.9  

0% 25% 50% 75% 100%

2012年 

2013年 

2014年 

2015年 

2016年 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

12.4  

9.6  

6.8  

15.0  

16.2  

19.7  

23.8  

21.6  

19.0  

21.4  

23.1  

23.7  

12.9  

14.8  

16.7  

8.9  

9.3  

9.2  

5.8  

5.4  

4.9  

0% 25% 50% 75% 100%

国 

新潟県 

阿賀野市 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

要介護度別の構成比をみると、要支援1～要介護1が年々増加傾向です。平成28

（2016）年は、要介護２～要介護５が減少しています。 

図表 居宅サービス利用者要介護度別構成比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、この構成比を国・県と比較したものを平成28（2016）年時点でみると、本

市の構成比は、要介護２～５の重中等度者層の割合が大きく、要支援１～要介護１の

軽度者層の割合は小さくなっています。 

図表 居宅利用者介護度別構成比 国・県・市比較（平成 28（2016）年） 
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３ 地域密着型サービスの利用状況 

（１）地域密着型サービス利用者数 

地域密着型サービス利用者数をみると、平成25（2013）年から平成27年（2015）

年までほぼ横ばいで推移し、平成28（2016）年で要介護１、要介護２の人数が増加

しています。 

地域密着型通所介護が新たに創設されたこともあり、平成28（2016）年の利用者

数は全体で312人となっており、平成27（2015）年と比較すると149人増加してい

ます。 

図表 地域密着型サービス利用者数（第 1 号被保険者） 

単位：人 

 2012年 
（Ｈ24年） 

2013年 
（Ｈ25年） 

2014年 
（Ｈ26年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2016年 
（Ｈ28年） 

要支援１ 0 0 0 0 3 

要支援２ 0 0 1 1 2 

要介護１ 12 16 17 29 88 

要介護２ 36 36 32 28 98 

要介護３ 38 40 48 51 58 

要介護４ 25 48 41 27 37 

要介護５ 13 27 28 27 26 

計 124 167 167 163 312 

資料：介護保険事業状況報告 
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図表 地域密着型サービス利用者要介護度別構成比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域密着型サービス利用者要介護度別構成比を国・県との比較でみると、要介護1、

2の割合が大きくなっています。 

図表 地域密着型サービス介護度別構成比 国・県・市比較（平成 28（2016）年） 
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４ 施設サービスの利用状況 

（１）施設サービス利用者数 

施設サービス利用者数の推移をみると、ほぼ横ばいで推移し、平成28（2016）年

には573人となっています。 

図表 施設サービス利用者数 

単位：人 

 2012年 
（Ｈ24年） 

2013年 
（Ｈ25年） 

2014年 
（Ｈ26年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2016年 
（Ｈ28年） 

要介護１ 23 16 13 12 11 

要介護２ 50 50 54 55 51 

要介護３ 93 90 97 90 135 

要介護４ 147 156 165 183 200 

要介護５ 201 198 186 171 176 

計 514 510 515 511 573 

資料：介護保険事業状況報告 
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要介護度別の構成比でみると要介護３の利用割合が増加しています。 

要介護４～５の重度者の利用割合は平成27（2015）年には69.3％ですが、平成

28（2016）年には65.6％と3.7ポイント減少しています。 

構成比を国・県との比較でみると、本市は要介護度４～５の重度者の割合が高くな

っています。 

図表 施設サービス利用者要介護度別構成比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 施設サービス利用者介護度別構成比 国・県・市比較（平成 28（2016）年） 
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（２）施設種類別利用者数 

施設サービス種類別利用者数の推移をみると、「介護老人福祉施設」の利用者が最

も多く、平成24（2012）年以降は340人前後で推移してきましたが、平成27（2015）

年に100床増床したことで、平成28（2016）年は424人に増加しています。 

「介護老人保健施設」の利用者は平成24（2012）年以降は140人前後で推移して

きましたが、平成28（2016）年に124人に減少しています。 

「介護療養型医療施設」の利用者は平成24（2012）年から30名前後で推移してい

ます。 

「地域密着型介護老人福祉施設」の利用者は、平成25（2013）年以降は60人前後

で推移しています。 

図表 施設サービス種類別利用者数 

単位：人 

 2012年 
（Ｈ24年） 

2013年 
（Ｈ25年） 

2014年 
（Ｈ26年） 

2015年 
（Ｈ27年） 

2016年 
（Ｈ28年） 

介護老人福祉施設 345 341 342 346 424 

介護老人保健施設 143 135 142 136 124 

介護療養型 
医療施設 

26 34 31 29 25 

地域密着型介護 
老人福祉施設入所
者生活介護 

30 59 60 56 58 

計 544 569 575 567 631 

資料：介護保険事業状況報告 
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第５節 日常生活圏域の地域特性 

１ 日常生活圏域の設定 

平成18（2006）年４月の介護保険制度改正により、住民が住み慣れた地域で生活を

継続することができるよう、地域における介護サービス等の提供について計画的な整備を

行うために「日常生活圏域」を定めることとなっています。 

本市では、地域の地理的条件、人口規模、交通事情その他社会的条件などを勘案して、

日常生活圏域は、第６期と同様に旧町村の安田・京ヶ瀬・水原・笹神地区とします。 

図表 日常生活圏域別のエリア 
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２ 日常生活圏域別地域特性の分析 

■安田地区 

分析１ 安田地区在住の一般高齢者2,211人（要支援・要介護認定者を除く）のうち、

生活支援サービス対象者は455人（20.6％）に対して地域で担える65～79

歳の元気高齢者は111人（5.0％）と推計され、１人あたり4.1人の支援体制

となります。 

分析２ 「認知機能の低下リスク」のある高齢者は、一般高齢者のうち988人（44.7％）

と推計され、一人暮らし世帯やその他世帯の高齢者世帯で割合が高く、認知

機能低下の予防対策が必要です。 

分析３ 同様に、「うつ傾向リスク」のある高齢者でも685人（31.0％）と推計され、

一人暮らし世帯やその他世帯の高齢者世帯で割合が高く、同世代と交流する

機会やシニア傾聴ボランティアの派遣など、予防対策が重要となります。 

分析４ 介護予防事業対象者は、一般高齢者のうち1,475人（66.7％）と推計される

ことから、元気高齢者を含む旧一次予防事業対象者734人（33.2％）ととも

に、下表に対応できる介護予防事業のあり方の検討が必要です。 

図表 介護予防事業対象者のリスク内訳（安田地区） 

単位：％ 

 
運動器の 
機能低下 

低栄養 
の傾向 

口腔機能 
の低下 

閉じこもり 
傾向 

認知機能 
の低下 

うつ傾向 

一般高齢者 20.2 0.2 21.6 21.8 44.7 31.0 

※重複者がいるため 100％になりません。 

分析５ 病気で寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人がいない一般高齢者は55人

（2.5％）と推計されることから、日頃の安否確認の対応方法などの検討が必

要です。 

分析６ 友人・知人にほとんど会っていない一般高齢者は122人（5.5％）と推計さ

れることから、話し相手になるなどのふれあい訪問対応の検討が必要です。 

分析７ 家族や友人・知人以外で、相談する相手がいない一般高齢者は725人（32.8％）

と推計されることから、相談支援体制の検討が必要です。 

分析８ 階段を手すりや壁などの補助がないと、昇り降りができない一人暮らしの一

般高齢者は590人（26.7％）と推計されることから、サービス付き高齢者向

け住宅への住み替えなど養護を目的とした検討が必要です。 
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■京ヶ瀬地区 

分析１ 京ヶ瀬地区在住の一般高齢者1,688人（要支援・要介護認定者を除く）のう

ち、生活支援サービス対象者は368人（21.8％）に対して地域で担える65

～79歳の元気高齢者は66人（3.9％）と推計され、１人あたり5.6人の支援

体制となります。 

分析２ 「認知機能の低下リスク」のある高齢者は、一般高齢者のうち859人（50.9％）

と推計され、一人暮らし世帯や息子・娘との２世帯の高齢者世帯で割合が高

く、認知機能低下の予防対策が必要です。 

分析３ 同様に、「うつ傾向リスク」のある高齢者でも587人（34.8％）と推計され、

息子・娘との２世帯や一人暮らしの高齢者世帯で割合が高く、同世代と交流

する機会やシニア傾聴ボランティアの派遣など、予防対策が重要となります。 

分析４ 介護予防事業対象者は、一般高齢者のうち1,251人（74.1％）と推計される

ことから、元気高齢者を含む旧一次予防事業対象者437人（25.9％）ととも

に、下表に対応できる介護予防事業のあり方の検討が必要です。 

図表 介護予防事業対象者のリスク内訳（京ヶ瀬地区） 

単位：％ 

 
運動器の 
機能低下 

低栄養 
の傾向 

口腔機能 
の低下 

閉じこもり 
傾向 

認知機能 
の低下 

うつ傾向 

一般高齢者 13.2 1.0 20.0 21.6 50.9 34.8 

※重複者がいるため 100％になりません。 

分析５ 病気で寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人がいない一般高齢者は49人

（2.9％）と推計されることから、日頃の安否確認の対応方法などの検討が必

要です。 

分析６ 友人・知人にほとんど会っていない一般高齢者は142人（8.4％）と推計さ

れることから、話し相手になるなどのふれあい訪問対応の検討が必要です。 

分析７ 家族や友人・知人以外で、相談する相手がいない一般高齢者は604人（35.8％）

と推計されることから、相談支援体制の検討が必要です。 

分析８ 階段を手すりや壁などの補助がないと、昇り降りができない一人暮らしの一

般高齢者は68人（4.0％）と推計されることから、サービス付き高齢者向け

住宅への住み替えなど養護を目的とした検討が必要です。 
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■水原地区 

分析１ 水原地区在住の一般高齢者4,481人（要支援・要介護認定者を除く）のうち、

生活支援サービス対象者は1,241人（27.7％）に対して地域で担える65～

79歳の元気高齢者は179人（4.0％）と推計され、１人あたり6.9人の支援

体制となります。 

分析２ 「認知機能の低下リスク」のある高齢者は、一般高齢者のうち1,909人

（42.6％）と推計され、その他世帯や夫婦二人暮らし（配偶者65歳以上）

の高齢者世帯で割合が高く、認知機能低下の予防対策が必要です。 

分析３ 同様に、「うつ傾向リスク」のある高齢者でも1,721人（38.4％）と推計さ

れ、その他世帯や一人暮らしの高齢者世帯で割合が高く、同世代と交流する

機会やシニア傾聴ボランティアの派遣など、予防対策が重要となります。 

分析４ 介護予防事業対象者は、一般高齢者のうち3,052人（68.1％）と推計される

ことから、元気高齢者を含む旧一次予防事業対象者1,429人（31.9％）とと

もに、下表に対応できる介護予防事業のあり方の検討が必要です。 

図表 介護予防事業対象者のリスク内訳（水原地区） 

単位：％ 

 
運動器の 
機能低下 

低栄養 
の傾向 

口腔機能 
の低下 

閉じこもり 
傾向 

認知機能 
の低下 

うつ傾向 

一般高齢者 15.3 1.6 19.5 18.2 42.6 38.4 

※重複者がいるため 100％になりません。 

分析５ 病気で寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人がいない一般高齢者は260人

（5.8％）と推計されることから、日頃の安否確認の対応方法などの検討が必

要です。 

分析６ 友人・知人にほとんど会っていない一般高齢者は439人（9.8％）と推計さ

れることから、話し相手になるなどのふれあい訪問対応の検討が必要です。 

分析７ 家族や友人・知人以外で、相談する相手がいない一般高齢者は1,582人

（35.3％）と推計されることから、相談支援体制の検討が必要です。 

分析８ 階段を手すりや壁などの補助がないと、昇り降りができない一人暮らしの一

般高齢者は627人（14.0％）と推計されることから、サービス付き高齢者向

け住宅への住み替えなど養護を目的とした検討が必要です。 

 
  



第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

33 

■笹神地区 

分析１ 笹神地区在住の一般高齢者2,123人（要支援・要介護認定者を除く）のうち、

生活支援サービス対象者は518人（24.4％）に対して地域で担える65～79

歳の元気高齢者は113人（5.3％）と推計され、１人あたり4.6人の支援体制

となります。 

分析２ 「認知機能の低下リスク」のある高齢者は、一般高齢者のうち1,025人

（48.3％）と推計され、夫婦二人暮らし（配偶者64歳以下）世帯やその他

の高齢者世帯で割合が高く、認知機能低下の予防対策が必要です。 

分析３ 同様に、「うつ傾向リスク」のある高齢者でも662人（31.2％）と推計され、

夫婦二人暮らし（配偶者65歳以上）世帯や息子・娘との２世帯の高齢者世帯

で割合が高く、同世代と交流する機会やシニア傾聴ボランティアの派遣など、

予防対策が重要となります。 

分析４ 介護予防事業対象者は、一般高齢者のうち1,507人（71.0％）と推計される

ことから、元気高齢者を含む旧一次予防事業対象者616人（29.0％）ととも

に、下表に対応できる介護予防事業のあり方の検討が必要です。 

図表 介護予防事業対象者のリスク内訳（笹神地区） 

単位：％ 

 
運動器の 
機能低下 

低栄養 
の傾向 

口腔機能 
の低下 

閉じこもり 
傾向 

認知機能 
の低下 

うつ傾向 

一般高齢者 14.7 0.7 18.1 25.6 48.3 31.2 

※重複者がいるため 100％になりません。 

分析５ 病気で寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人がいない一般高齢者は62人

（2.9％）と推計されることから、日頃の安否確認の対応方法などの検討が必

要です。 

分析６ 友人・知人にほとんど会っていない一般高齢者は189人（8.9％）と推計さ

れることから、話し相手になるなどのふれあい訪問対応の検討が必要です。 

分析７ 家族や友人・知人以外で、相談する相手がいない一般高齢者は749人（35.3％）

と推計されることから、相談支援体制の検討が必要です。 

分析８ 階段を手すりや壁などの補助がないと、昇り降りができない一人暮らしの一

般高齢者は265人（12.5％）と推計されることから、サービス付き高齢者向

け住宅への住み替えなど養護を目的とした検討が必要です。 
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３ 地域ケア会議からみた高齢者の課題 

地域ケア会議において以下の課題があげられ、今後取り組むべきことが議論されました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

あるべき姿：地域での見守り体制がある 

現状で実現のために包括が取り組むこと 

・サロン等参加者の認知症高齢者に対する受け入れ意識啓発 
（認知症サポーター養成講座の活用） 

・認知症高齢者等見守り事業の実施 
・高齢者の見守り対策の実施と検証、体制づくり 
・高齢者の行方不明発見時の検証、体制づくり 
・家族支援 
・認知症講演会、認知症初期集中支援チーム、地域ケア会議の開催 
・認知症カフェ運営委員会の開催で連携強化 
 

地域資源開発のため包括が 
アプローチすること(具体策) 

・地域（自治会、協議体、社会福祉
法人、社会福祉協議会、介護保険
事業所 等）と繋がり、協働で推進
していく 

 

現状で実現のために包括がどのような 
既存の地域資源と連携するか 

■安心安全メール■居宅支援事業所 
■介護保険サービス事業所 
■民生委員、自治会 ■商店  
■宅配（新聞、牛乳、弁当） 
■ゴミ収集業者 ■警察、駐在所  
■消防 ■かかりつけ医 ■水道局  
■郵便局 ■JA ■金融機関 ■学校 
■社会福祉協議会 ■サロンボラン 

ティア、傾聴ボランティア  
■生活支援コーディネーター、協議体 
■関係課（危機管理課、社会福祉課 

企画係、市民生活課環境係、 
相談係） 

課題１ 高齢者の行方不明がある 

■認知症高齢者等にやさしい地域づくりのための顔の見える関係者間での連携
を深めていく 

実現のためにあったらよい地域資源 

見守りネットワーク 
・認知症になっても利用できる居場所（認 

知症カフェ、サロン、介護者のつどい等） 

・認知症高齢者等の理解者を増やす取組 

・認知症高齢者等見守り事業の関係機関 

連携 

・行方不明の早期捜索、捜索隊の人材確 

保 
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現状で実現のために包括が取り組むこと 

・単身高齢者訪問で、インフォーマル地域資源を把握する 
・民生委員からの情報収集（買い物や受診に困っている人） 
 
◇生活支援協議体（第２層）による各圏域の実態把握 

実現のためにあったらよい地域資源 

■乗り合いタクシー(デマンド) 
■有償運送(ボランティアにより送迎) 
■医療機関巡回バス 
■ボランティア付き市営バス 
 
★通いの場・居場所 

地域資源開発のため包括がアプロー
チすること(具体策) 

■生活支援協議体へ現状報告 
■社会福祉協議会、関係課と協議 

する 
■元気づくりサポーターを活用する 

ため市担当課と協議する 
 
★各圏域での居場所づくり 

現状で実現のために包括がどの 
ような既存の地域資源と連携するか 

■社会福祉協議会 
■シルバー人材センター 
■タクシー会社 
■デイサービスや社会福祉法人 
■自治会 
■新潟交通 
■医療機関 
■生活支援協議体 
■関係課（総務課・商工観光課） 

あるべき姿：高齢者が買い物や移動に困らずに生活できる地域 

課題２ 受診・買い物などのための移動に手助けや支援が必要 

■生活支援協議体と連携し、居場所の拠点づくりに向けて、活動を展開していく 



阿賀野市 

 

36 

第６節 第７期計画における課題整理 

高齢者を取り巻く状況やニーズ調査結果からみた、第７期計画を作成するうえでの課題

は、以下のとおりとしました。 

課題１ 物忘れやうつ傾向に対する予防・支援対策の取組 

一般高齢者（要支援・要介護認定者以外）の中には、物忘れリスク者が4.5割以上、

うつ傾向リスク者が３割以上もいて、両者ともに配偶者以外の二人暮らし高齢者世帯に

最も割合が高いことから、両者への支援施策や予防対策が必要です。（ニーズ調査の結

果） 

※参考（基本施策Ⅰ・Ⅴで対応） 

課題２ 地域住民同士のふれあいや見守り強化 

「病気で寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人がいない」と回答した一般高齢者の

割合は3.5％ですが、本市の一般高齢者全体に人数を換算すると370人程度いることか

ら安全確認のための見守り体制の強化が需要な課題です。また、地域の高齢化や核家族

化の進行を考えると、地域に住む住民同士の相互扶助精神が必要となります。（ニーズ

調査の結果） 

※参考（基本施策Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴで対応） 

課題３ 要支援・要介護認定者の予備群となる、要援護者に対応した介護

予防と生活支援サービスの提供 

健康自立度からみた高齢者像の一つである「介護予防事業対象者」は、一般高齢者の

７割となっているため、新たな「要支援・要介護認定者」にならないよう地域における

介護予防事業（認知機能の低下・うつ傾向・運動器の機能低下の予防等）の充実策が必

要です。また介護予防事業対象者のうち、一人暮らしや二人暮らしの高齢者世帯が生活

支援サービスの対象となることから、食料品等の買い物支援や安否確認などの生活支援

サービスの充実が必要となります。（ニーズ調査の結果） 

※参考（基本施策Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅴ・Ⅵで対応） 

課題４ 生活支援サービスの担い手となる介護支援ボランティアの発掘 

一般高齢者の3割が元気高齢者を含めた旧一次予防事業対象者の方々です。その中か

ら介護支援ボランティアとして活躍していただく方は、79歳以下の一次予防事業対象

者で主観的健康観が「とても健康」であると自覚し、かつ町内会や各種グループにも参

加されている方を想定しています。そのため、団塊世代からの介護支援ボランティア発

掘が不可欠と思われます。（ニーズ調査の結果） 

※参考（基本施策Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴで対応）  
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課題５ 高齢者への負担軽減に向けた、介護給付費の適正化対策の強化 

３割強の高齢者世帯が厳しい生活費（苦しい+やや苦しい）でやりくりしているのが

想定されます。保険料を抑えるためにも、介護サービスの適正な利用や介護サービス事

業者への指導強化など、介護給付費の適正化対策の強化が必要となります。（ニーズ調

査の結果） 

※参考（基本施策Ⅴ・Ⅵで対応） 

課題６ 自治会をはじめとする地域コミュニティ活動の維持 

団塊世代が後期高齢者となる平成37（2025）年には、従来から高齢者が地域の自

治を担っていた自治会をはじめとする地域コミュニティ活動の維持が課題となります。 

このような中、地域コミュニティの活用化を推進していくためには、市民と行政が協

働関係を築き、地域の力による自立した市民主体のまちづくりを推進することが重要で

あり、地域リーダーやＮＰＯ・ボランティア団体の育成等が必要です。 

※参考（基本施策Ⅱ・Ⅳ・Ⅴで対応） 

課題７ 認知症高齢者とその家族に対する支援体制の構築 

高齢者を取り巻く現状で地域のつながりが希薄になってきており、認知症に対する周

りからの理解も低く、高齢者が地域で生活していくうえで困難なケースが多くなってい

ます。 

※参考（基本施策Ⅲ・Ⅳ・Ⅴで対応） 

課題８ 高齢者世帯の増加に伴う生活支援サービスの提供 

単身・高齢者世帯及び要介護者が年々増加している状況であるため、さまざまな生活

支援を必要とする高齢者が増えてきていることから、地域ニーズの分析に基づくサービ

ス内容と提供体制の構築が必要です。 

※参考（基本施策Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵで対応） 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 計画の基本方針 

第３期計画以降、高齢者施策については「若い世代からの生活習慣の改善と高齢者を支

える地域体制の確立」を基本方針として事業展開を進めてきました。 

この間においても人口の高齢化はさらに進展して、高齢者の一人暮らしや高齢者のみの

世帯といった要援護性の高い世帯数が増加するとともに、要介護等認定者数と介護保険サ

ービス利用量がさらに拡大していくものと見込まれます。また、第６期計画期間中には、

いわゆる団塊の世代が65歳に達したことから、予防型の健康づくりや社会参加の推進も

重要な課題となります。 

これらのことを受け、本計画が「阿賀野市総合計画」で掲げる「元気で 明るく 活力の

ある 魅力的なまち」を実現するため、７つの政策のうち同計画の福祉分野として「高齢

者や障がい者福祉の充実」を設定します。 

これは、介護等の支援が必要な状況となっても、すべての高齢者が地域で自立した生活

を営めるよう、「①医療・②介護・③介護予防・④生活支援・⑤住まい」が切れ目なく提

供される「地域包括ケアシステム」の実現を掲げる国の基本指針とも同じ方向性にあるも

のです。 

 

第２節 計画の基本施策 

基本施策Ⅰ 健康寿命の延伸に向けた健康づくり 

壮年期からの生活習慣病の予防対策を基本として、健康寿命を延ばし、長く心身とも

に健やかに暮らせる健康増進対策や保健対策を強化します。また、介護予防の視点から

要支援・要介護状態にならないための健康づくりを推進し、要支援・要介護状態になっ

ても、その状態の悪化を防止し、その状態の改善ができるように取り組んでいきます。 

※参考（課題１・３に対応） 

基本施策Ⅱ だれもが社会参加したくなる地域づくり 

壮年期の市民や高齢者の、地域での活動の場を持ち、積極的に社会参加や学習・健康

づくり活動、ボランティア活動などの参加機会を提供し、活力ある地域社会が形成され

るように取り組んでいきます。 

※参考（課題２・３・４・６・８に対応） 
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基本施策Ⅲ 地域ニーズに対応した高齢者福祉サービス体制 

市民生活が多様化する中で、個人の選択や生活観を尊重する社会の実現に向け、福祉

サービスについても、それぞれの特性にあわせ、選択できる幅広い高齢者支援福祉サー

ビスの提供を進めます。 

※参考（課題２・３・４・７・８に対応） 

基本施策Ⅳ 安全かつ安心して暮らせる地域づくり 

高齢者が介護を要する状態になっても、その人らしい生活を自分の意志で送ることが

できるように本人及び介護者家族を地域社会全体で支える体制を強化していきます。 

また、高齢者が地域で生活するにあたって安心して生活できるように公共施設のバリ

アフリー化の推進や災害対策・防犯対策など安全対策の充実を図ります。 

※参考（課題２・４・６・７・８に対応） 

基本施策Ⅴ 阿賀野型地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者が安心して地域で生活を送るためには、公的なサービス提供だけではなく、よ

り身近な存在である地域住民の手助けが必要となります。地域の住民一人ひとりが共助

の担い手として高齢者へのきめ細かな支援や見守りに取り組んでいきます。 

※参考（課題１・２・３・４・５・６・７・８に対応） 

基本施策Ⅵ 持続可能な介護保険事業の運営 

介護保険事業については、要支援や要介護の適正な認定に努め、給付の適正化事業の

推進を図るとともに、事業者との連携により、利用者がより満足できるサービスの充

実・確保に努めていきます。 

また、第６期計画に引き続き、地域包括支援センターを核とする地域支援事業などの

充実により介護予防事業の強化を図ります。 

※参考（課題３・５・８に対応） 
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第３節 施策の体系 

本計画では、市総合計画のまちづくりの目標「元気で 明るく 活力のある 魅力的なま

ち」を実現するため、高齢者がいつまでも健康でいきいきと豊かな生活が送られるよう、

今後３年間、次の施策を展開していきます。 

 

あるべき姿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住み慣れた地域で可能な限り自立した生活を送っています 

基本施策Ⅰ 

健康寿命の延伸に向けた

健康づくり 

１ 健康づくり・元気長生き支援事業の推進 
２ 保健事業 
３ 各種健診事業 
４ 一般介護予防事業 

基本施策Ⅱ 

だれもが社会参加したく

なる地域づくり 

１ 生涯学習・スポーツ活動 
２ 社会参加の促進 
３ 就労対策 

基本施策Ⅲ 

地域ニーズに対応した 

高齢者福祉サービス体制 

１ 生活支援事業 
２ 任意事業 
３ 総合事業 
４ 負担の軽減 

基本施策Ⅳ 

安全かつ安心して暮ら 

せる地域づくり 

１ 地域包括支援センターの体制強化 
２ 生活環境整備 
３ 交通対策 
４ 防災対策 
５ 防犯対策 
６ 消費者対策 
７ 苦情・相談体制 

１ 在宅医療・介護連携の推進 
２ 認知症施策の推進 
３ 生活支援・介護予防サービスの体制整備 
４ 地域ケア会議の推進 
５ 高齢者の居住安定に係る施策との連携 
６ 地域福祉活動の充実 

基本施策Ⅴ 

阿賀野型地域包括 

ケアシステムの深化・推進 

１ 保険者機能の強化 
２ 介護給付適正化事業 
３ 低所得者への対応 
４ 介護情報提供体制の強化 

基本施策Ⅵ 

持続可能な介護保険事業

の運営 
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第４章 2025年を見据えた保健福祉事業の展開 

第７期計画の各種施策展開を進めるにあたっては、下記のようなステップの取組を繰り

返し行いながら地域包括ケアシステムの深化・推進とともに、持続可能な介護保険制度を

目指し保険者機能を強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
また、目標及び施策を地域の実情に即した実効性のある内容とするために、施策の実施

状況や目標の達成状況に関する調査、分析及び評価を定期的に行い、その結果を公表する

など地域住民等を含めて広く周知していきます。 

 
  

ステップ１ それぞれの地域の実態把握・課題分析等の現状把握 

ステップ２ 分析結果を踏まえ地域における共通の目標を設定し、関係者間で共

有するとともに目標達成に向けた具体的な計画を作成 

ステップ３ 計画に基づく地域の介護資源の発掘や基盤整備、多職種連携の推

進、効率的なサービス提供も含め、自立支援や介護予防に向けた

様々な取組を推進 

ステップ４ その実績を評価した上で、計画について必要な見直しを実施 



阿賀野市 

 

48 

 

基本施策Ⅰ 健康寿命の延伸に向けた健康づくり 

「健康な65歳」から「活動的な85歳」を目指して、平成20（2008）年４月からメタ

ボリックシンドロームに着目した特定健康診査・特定保健指導が行われています。この根

拠となる「健康増進法」や「高齢者の医療の確保に関する法律」などにより、高齢者の保

健や健康づくりをめぐる環境が大きく変化している一方、自分自身の健康に気を配る方と

そうでない方の格差が広がっているようです。 

平成28（2016）年3月に改訂した「第２次健康あがの21計画」をはじめ保健事業を推

進する諸計画に基づき、高齢者の心身の健康づくりを推進します。 

図表 基本施策Ⅰの主要事業 

基本施策Ⅰ 健康寿命の延伸に向けた健康づくり 

 
 

事業区分 事業名 実施方針 担当課 

１ 健康づくり・元気長 

生き支援事業の推進 
元気長生き応援隊事業 継続 健康推進課 

２ 保健事業 

健康手帳の交付 継続 健康推進課 

健康教育 継続 健康推進課 

健康相談 継続 健康推進課 

訪問事業 継続 健康推進課 

運動等各種教室 継続 健康推進課 

３ 各種健診事業 

一般健康診査 継続 健康推進課 

特定健康診査・特定保健指導の実施 継続 健康推進課 

後期高齢者健康診査 継続 健康推進課 

健康診査結果説明会 継続 健康推進課 

各種がん検診 継続 健康推進課 

成人歯科健診 継続 健康推進課 

４ 一般介護予防事業 

介護予防把握事業 新規 
地域包括支援

センター 

介護予防普及啓発事業 継続 
地域包括支援

センター 

水中運動の普及 継続 健康推進課 

地域介護予防活動支援事業 継続 
地域包括支援

センター 

地域リハビリテーション活動支援事業 継続 
地域包括支援

センター 
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１ 健康づくり・元気長生き支援事業の推進 

「第２次健康あがの21計画」の計画的な実施により、高齢者及び市民の疾病予防、心

身の健康づくりを進め、健康寿命の延伸を図ります。 

（１）元気長生き応援隊事業 

けんこつ体操やシャキ！いき！健康法、ラジオ体操やノルディックウォーキングな

どの運動指導者で構成される「元気長生き応援隊」が地域や企業等に出向き、健康づ

くりに欠かせない運動や体操を指導・紹介することにより、運動習慣のきっかけづく

りに努めます。 

２ 保健事業 

市民の健康づくりのため、健康増進法や高齢者の医療の確保に関する法律等に関わる事

業について継続してその推進を図ります。 

（１）健康手帳の交付 

特定健康診査・特定保健指導等の機会を活用して健康手帳の配布に努めるとともに、

市民に活用してもらえるように利用方法等の周知に努めます。 

（２）健康教育 

市の疾病統計、医療費統計、介護保険統計等により把握した健康問題について、市

民と情報共有を図り、生活習慣病予防や健康づくりに対する意識の向上を目的で、対

象者の状況に応じた健康教育を開催していきます。必要に応じて、夜間や休日にも開

催します。 

（３）健康相談 

保健指導など各種保健事業の場を活用しながら健康相談を行います。 

（４）訪問事業 

特定健康診査の実施にあわせ、各種の検査値から慢性腎臓病など疾病の発症リスク

が高い市民を対象に家庭訪問を実施し、受診勧奨と生活習慣の改善指導を行います。 

また、栄養指導や口腔衛生指導の充実を図ります。 

（５）運動等各種教室 

地区の公民館などを会場に、運動に関する指導者または保健師、運動普及員などが

リーダーとなり、地域の中高年者を対象に有酸素運動やストレッチ体操や脳トレーニ

ングなどを行い健康の維持・増進を図ります。また、ハイリスクの方を対象とした予

防教室なども実施します。  
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３ 各種健診事業 

高齢者の医療の確保に関する法律や健康増進法、がん対策基本法に基づき実施する高齢

者及び一般市民の健康維持のための健康診査は、引き続き重要な施策です。今後も各種制

度を生かした事業展開を図ります。 

（１）一般健康診査 

39歳以下の市民を対象とする一般健康診査を集団健診として実施し、若いうちから

の健康づくりの意識づけを進めます。 

（２）特定健康診査・特定保健指導の実施 

高齢者の医療の確保に関する法律の施行に基づいて実施される特定健康診査につい

て、40歳から74歳までの市民に対し積極的な受診勧奨を進めながら、計画的な実施

に努めます。 

特定健康診査・特定保健指導では、特に内臓脂肪症候群（メタボリックシンドロー

ム）の該当者・予備群の対策が中心となります。特に虚血性心疾患、脳血管疾患、糖

尿病、慢性腎臓病等の発症を予防するため、高血糖、脂質異常、高血圧などの予防対

策・保健指導を充実していきます。 

図表 特定健康診査等の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

特定健康診査（％） 40.0 41.1 42.0 45.0 50.0 60.0 

特定保健指導（％） 55.9 50.9 54.0 56.0 58.0 60.0 

（３）後期高齢者健康診査 

75歳以上の高齢者を対象とした健康診査は、新潟県後期高齢者医療広域連合から、

本市が委託を受けて実施しています。 

（４）健康診査結果説明会 

特定健康診査や一般市民を対象とした一般健診の受診者に対し、結果説明会を実施

し、生活習慣の見直しなどの動機づけを行います。 
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（５）各種がん検診 

がん検診について、若い世代からの受診勧奨に努め、受診者の拡大を図ります。 

検診の実施によりがんの早期発見、早期治療に結びつけます。 

図表 各種がん検診の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

胸部 
レント 
ゲン 

実施回数（回） 26 27 27 27 27 27 

受診者数（人） 4,395 4,387 4,468 4,550 4,600 4,650 

胃がん 
検診 

実施回数（回） 26 27 27 27 27 27 

受診者数（人） 1,805 1,795 1,861 1,950 2,000 2,000 

大腸 
がん 
検診 

実施回数（回） 31 32 32 32 32 32 

受診者数（人） 3,510 3,550 3,583 3,700 3,800 3,900 

子宮 
がん 
検診 

実施回数（回） 18 18 18 20 20 20 

受診者数（人） 1,112 1,036 1,115 1,300 1,300 1,300 

乳がん 
検診 

実施回数（回） 16 16 16 17 17 17 

受診者数（人） 1,347 1,315 1,350 1,550 1,550 1,550 

前立腺 
がん 
検診 

実施回数（回） 26 27 27 27 27 27 

受診者数（人） 454 498 530 550 600 660 

（６）成人歯科健診 

集団健診の場で19歳以上の市民を対象に歯科健診を実施し、高齢期になっても歯を

失わないよう、歯や口腔の健康について啓発活動を行います。 

  



阿賀野市 

 

52 

４ 一般介護予防事業 

介護予防日常生活支援総合事業の中の一般介護予防事業として、地域の実情に合わせて

効果的・効率的な介護予防の取組を推進していきます。 

（１）介護予防把握事業 

相談業務等で収集した情報等の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する

者を把握し、地域の実情に応じて介護予防活動につなげる事業であり、二次予防事業

対象者把握事業の代替となるものです。 

特定の年齢対象者、介護予防事業参加者、相談利用者など地域の実情に応じて「基

本チェックリスト」等の調査を実施していきます。 

図表 二次予防事業対象者把握事業の実績 

 
実績 

2015年度(Ｈ27年度) 2016年度(Ｈ28年度) 

二次予防事業対象者年間 
把握数（人） 

367 468 

※二次予防事業把握事業の廃止に伴い、平成 28（2016）年度以降は相談業務等地域活動により把握 

（２）介護予防普及啓発事業 

健康づくり講演会や介護予防講演会、地域で開催する介護予防教室、元気づくり教

室、水中運動教室、地域のお茶の間、サロンなどでの介護予防事業を行うことにより、

介護予防に関する基本的な知識の普及・啓発を行います。 

図表 介護予防普及啓発事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

実施回数（回） 1,518 1,131 1,192 1,240 1,288 1,288 

利用延べ人数（人） 22,029 21,614 22,502 23,196 25,047 29,906 
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① 水中運動の普及 

水中での特性を生かし、白鳥荘内のプール等を利用し水中運動を普及することにより、

膝痛や腰痛対策などの介護予防事業を行います。 

図表 水中運動教室の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

教室数（教室） 24 24 24 25 26 26 

参加者数（人） 450 447 470 485 525 630 

（３）地域介護予防活動支援事業 

介護予防に関わるボランティアなどの人材育成や介護予防に関する地域活動組織の

育成、支援に努めるとともに、元気づくり継続教室など地域の自主活動組織の育成支

援を行っていきます。 

また、地域で介護予防活動が実践できる人材として元気づくりサポーター（介護予

防サポーター）の養成と支援を行います。 

図表 地域介護予防活動支援事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

地域介護予防活動支
援事業回数（回） 

5 10 2 10 2 10 

利用延べ人数 （人） 78 99 35 100 35 100 

（４）地域リハビリテーション活動支援事業 

平成29（2017）年度より、一般介護予防事業や各種サポーター養成、住民運営の

通いの場（サロン）など市が実施する様々な事業へリハビリテーション専門職が関わ

り、介護予防、認知症予防、生活行為向上、自立支援に資する視点などからのアドバ

イスや運動等を行うなかで、参加者の意識向上を図ります。 

図表 地域リハビリテーション活動支援事業の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

実施回数（回） - - 20 30 30 30 

延べ人数（人） - - 200 300 300 300 
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基本施策Ⅱ だれもが社会参加したくなる地域づくり 

高齢者の社会参加や社会的役割を持つことが高齢者の生きがいや介護予防に繋がると

いう観点から、高齢者等の地域住民の力を活かしながら事業を推進することが必要となり

ます。そのため、社会参加意欲の強い団塊の世代が高齢化していくことから、高齢者の社

会参加を通じて元気な高齢者が地域づくりの担い手として活躍することが期待できます。 

団塊の世代が高齢者となったことから、それぞれが長年培った知識や経験を生かして、

地域社会で活躍できるよう、事業の推進や社会参加活動などを充実します。 

高齢者が、働く意欲や地域での活動の場を持ち、積極的に社会参加や学習・健康づくり

活動、さらにはボランティア活動などに参加することができる機会が提供され、活力ある

地域社会が形成されるよう取り組んでいきます。 

図表 基本施策Ⅱの主要事業 

基本施策Ⅱ だれもが社会参加したくなる地域づくり 

 
 

事業区分 事業名 実施方針 担当課 

１ 生涯学習・ 

スポーツ活動 

運動教室 継続 健康推進課 

スポーツ・レクリエーション活動 継続 生涯学習課 

高齢者学級・女性学級 継続 生涯学習課 

２ 社会参加の促進 

ボランティア等への参加促進 継続 
社会福祉 

協議会 

老人クラブへの支援 継続 

高齢福祉課 

社会福祉 

協議会 

老人福祉センター 継続 高齢福祉課 

地域行政ポイント 

（まちづくりポイント） 
継続 市長政策課 

３ 就労対策 シルバー人材センターの利用促進 継続 
シルバー人材 

センター 
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１ 生涯学習・スポーツ活動 

（１）運動教室 

各地域において運動教室を開催し、市民の参加促進を図りながら、市民の健康づく

りを支援します。そのための指導員やレクリエーションが行えるサポーターの確保・

育成を進めるほか、運動種目の拡充に努めます。 

また、転倒予防教室の修了者が、継続して運動を行うことができる体制づくりを支

援します。 

（２）スポーツ・レクリエーション活動 

健康増進や健康維持のために65歳以上の方のトレーニングルーム、ランニングコー

スの使用料無料化やノルディックウォーキングなど高齢者向けのスポーツ・レクリエ

ーション活動を推進します。 

（３）高齢者学級・女性学級 

健康や一般教養などの学習活動を通じて仲間づくりを推進し、高齢者の積極的な社

会参加を促すとともに、社会保障の知識を得るための教室・講座などを提供するなど、

老後を迎える準備を支援します。 

また、ボランティアや趣味などの学習活動を通して女性の社会参加と学習意欲の高

揚を図ります。 

図表 高齢者学級・女性学級の実績と見込み 

 

実績 見込み 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

講座等実施回数（回） 30 29 21 

受講者数（人） 647 601 521 

２ 社会参加の促進 

（１）ボランティア等への参加促進 

ボランティアやＮＰＯなどとの連携により、高齢者の参加を促進するため広報等を

通じた情報提供を進めるほか、社会参加事業の関係機関による共同開催等により、参

加機会の充実を図ります。 
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（２）老人クラブへの支援 

「高齢者の仲間づくりを通じた生きがいと健康づくり」を推進するため、老人クラ

ブと老人クラブ連合会の運営費について補助を実施します。社会参加活動の取組拡大

など、老人クラブ活動の効果により地域づくりや地域福祉の増進を図ります。 

（３）老人福祉センター 

京ヶ瀬地区の京和荘の適正な維持管理に努め、利用の促進を図ります。 

（４）地域行政ポイント（まちづくりポイント） 

市が指定するボランティア活動や健康増進・介護予防などの活動に参加いただいた

方のＡＰＯカードにポイントを付与します。付与されたポイントは市内のあがのポイ

ント加盟店でのお買い物などにご利用できます。 

３ 就労対策 

（１）シルバー人材センターの利用促進 

高齢者が長年にわたって培ってきた知識や経験を生かし、豊かで活力に満ちた社会

を目指すため、シルバー人材センターの経営の安定化と組織の強化を図るとともに、

就労の確保に努めます。 
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基本施策Ⅲ 地域ニーズに対応した高齢者福祉 

サービス体制 

地域によって高齢化の状況が大きく異なるため、将来的な福祉サービスのニーズの変動

を見据えながら、必要とされる福祉サービスの提供体制のあり方を主体的に検討すること

が必要です。そのため、だれもが支え、支えられる社会の実現を目指しながら、地域にお

ける将来的な支援ニーズの変更に対応できるよう、地域がその状況にあった適正と思われ

る福祉サービス提供体制の構築ができるよう、多様なサービス提供体制を確立することが

必要となります。 

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯、あるいは常時介護が必要な方を介護する介護

者などが、住み慣れた地域において安心して暮らし続けていくことができるように生活の

質を向上させるため福祉事業の充実を図ります。また、地域全体で高齢者を支えるための

サービス提供体制の強化を図ります。 

図表 基本施策Ⅲの主要事業 

基本施策Ⅲ 地域ニーズに対応した高齢者福祉サービス体制 

 
 

事業区分 事業名 実施方針 担当課 

１ 生活支援事業 

配食サービス事業 継続 
社会福祉 

協議会 

老人世帯等雪降ろし費用扶助事業 継続 高齢福祉課 

緊急通報装置貸与事業 継続 高齢福祉課 

２ 任意事業 

家族介護支援事業 継続 
地域包括支援

センター 

家族介護継続支援事業 継続 高齢福祉課 

成年後見制度利用支援事業 継続 
地域包括支援

センター 

地域自立生活支援事業 継続 
地域包括支援

センター 

３ 総合事業 

生活支援サービス事業 継続 
地域包括支援

センター 

訪問型サービスの提供 継続 
地域包括支援

センター 

通所介護型サービスの提供 継続 
地域包括支援

センター 

その他生活支援サービス 継続 
地域包括支援

センター 

介護予防ケアマネジメント事業 継続 
地域包括支援

センター 

４ 負担の軽減 
介護サービス利用者負担助成金支給事業 継続 高齢福祉課 

重度心身障害者介護手当支給事業 継続 高齢福祉課 
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１ 生活支援事業 

（１）配食サービス事業 

75歳以上の一人暮らし高齢者及び80歳以上の高齢者世帯を対象として配食サービ

スを行います。このために民生委員やボランティアとの連携を強化します。 

図表 配食サービス事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

利用世帯数（世帯） 70 83 85 

（２）老人世帯等雪降ろし費用扶助事業 

高齢者世帯、母子世帯、身体障がい者世帯等で自力では雪降ろしができない住民税

非課税世帯を対象に雪降ろし費用を扶助し、雪害防止と福祉増進を図ります。 

図表 老人世帯等雪降ろし費用扶助事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

助成件数（件） 24 47 50 

（３）その他事業 

① 緊急通報装置貸与事業 

緊急時の対応が困難な一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯等に対して、緊急通

報装置を貸与することにより緊急時の不安を解消し、急病、災害時等に迅速かつ適切

な対応を図ります。 

図表 緊急通報装置貸与事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

助成件数（件） 179 168 179 
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２ 任意事業 

高齢者が住み慣れた地域において安心してその人らしい生活を継続して行くことがで

きるようにするため、被保険者及び要介護被保険者を現に介護する者等に対し、地域の実

情に応じた必要な支援を行います。 

（１）家族介護支援事業 

介護方法の指導やその他の要介護被保険者を現に介護する方の支援のために必要な

事業を実施します。 

① 家族介護支援事業 

在宅で介護している方を対象に介護者のつどいを開催し、適切な介護知識・技術の取

得、情報の交換を行い、在宅介護を円滑に長続きすることができるよう支援を行います。 

② 家族介護継続支援事業 

介護にあたる家族の経済的負担の軽減を図るため、在宅で常時紙おむつ等を必要とし

ている高齢者で一定の要件を満たす者に対して、紙おむつ等の購入にかかる費用の一部

助成を行います。 

図表 紙おむつ等購入費助成事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

助成者数（人） 718 647 513 513 513 513 

（２）その他事業 

介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援

のため必要な事業を行います。 

① 成年後見制度利用支援事業 

認知症などで判断能力が不十分な高齢者が、市町村申立により成年後見制度を利用す

る場合には、本人等の財産状況から申立てに要する経費や成年後見人等の報酬の負担が

困難である者へ助成して、円滑な利用を支援します。 
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② 地域自立生活支援事業 

高齢者の地域における自立した生活を継続させるための事業で、一人暮らし高齢者が

緊急搬送された場合、市消防本部が「緊急医療情報キット」の情報を利用して緊急連絡

先に通報し、併せて市に対応状況報告を行い、緊急時の不安を解消するとともに、迅速

かつ適正な対応を行います。 

３ 総合事業 

（１）生活支援サービス事業 

サービス事業の提供は、直接実施や委託だけではなく、指定事業者によるサービス

提供や、ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する補助（助成）といったさまざまな提

供体制を整備していきます。また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切か

つ効率的な実施の観点から、サービスの種類ごとに支援等を提供する事業者等が遵守

すべき基準やサービス単価、利用者負担（利用料）を定めています。 

１）訪問型サービスの提供 

① 訪問型サービス（現行相当） 

サービス事業の提供は指定事業者による専門資格の有資格者が身体介護および専門

的な知識が必要な調理（疾患管理食）を中心として行います。 

また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切かつ効率的な実施の観点から、

支援等を提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利用者負担（利用料）を

定めています。 

平成28（2016）年度まで「介護予防訪問介護」として実施しており、平成29（2017）

年度以降においても、これまでの訪問介護事業者で対応します。 

図表 訪問型サービス利用者実人数の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

利用者延べ人数
（人） 

－ － 254 675 861 1,047 
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② 訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

サービス事業の提供は、指定事業者により行います。 

また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切かつ効率的な実施の観点から、

支援等を提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利用者負担（利用料）を

定めています。 

訪問介護事業者およびそれ以外の事業者による、専門的資格を持たなくても提供でき

る生活援助を中心としたサービスを提供します。 

図表 訪問型サービスＡ利用者実人数の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

利用者延べ人数
（人） 

－ － 496 1,311 1,672 2,033 

③ 訪問型サービスＢ（住民主体による生活支援） 

サービス事業の提供は、ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する補助（助成）といっ

たさまざまな提供体制を整備していきます。 

住民主体の自主活動による、生活援助等のサービスであり、生活支援体制整備事業と

連携しサービス提供の構築を目指します。 

④ 訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

サービス事業の提供は、直接実施により行います。 

また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切かつ効率的な実施の観点から、

サービスの種類ごとに支援等を提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利

用者負担（利用料）を定めています。 

看護師等の居宅での相談指導、機能訓練等のサービスであり、保健・医療の専門職が

対応します。 

図表 訪問型サービスＣ利用者実人数の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

利用者延べ人数
（人） 

－ － 20 20 20 20 
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２）通所型サービスの提供 

① 通所介護（現行相当） 

サービス事業の提供は指定事業者による専門資格の有資格者が機能訓練や身体介護

を中心として行います。 

また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切かつ効率的な実施の観点から、

サービスの種類ごとに支援等を提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利

用者負担（利用料）を定めています。 

通所介護事業者による、生活機能の向上のための機能訓練など通所介護と同様のサー

ビスであり、平成28（2016）年度まで「介護予防通所介護」として実施しており、

平成29（2017）年度以降においても、これまでの通所介護事業者で対応します。 

図表 通所型介護サービス利用者実人数の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

利用者延べ人数
（人） 

－ － 2,126 4,482 4,992 5,502 

② 通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

サービス事業の提供は、ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する補助（助成）といっ

たさまざまな提供体制を整備していきます。 

住民主体による、体操・運動などを自主的な通いの場で行うサービスであり、生活支

援体制整備事業と連携しサービスの構築を目指します。 

③ 通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

サービス事業の提供は、事業所委託により行います。 

また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切かつ効率的な実施の観点から、

サービスの種類ごとに支援等を提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利

用者負担（利用料）を定めています。 

保健・医療の専門職による、生活機能向上を目指し、運動器の機能訓練や栄養改善、

口腔機能改善等のプログラムを提供するサービスです。 
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図表 通所型サービスＣ利用者実人数の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

利用者延べ人数
（人） 

－ － 564 540 540 540 

３）その他生活支援サービス 

① 配食 

サービス事業の提供は、委託やＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する補助（助成）

といったさまざまな提供体制を整備していきます。 

また、サービス事業の実施にあたっては、事業の適切かつ効率的な実施の観点から、

支援等を提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利用者負担（利用料）を

定めています。 

栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者に対する見守りとともに行う配食サ

ービスです。社会福祉協議会や生活支援体制整備事業と連携を図りながら、サービス提

供の構築を目指します。 

② 見守り（定期的な安否確認と緊急時の対応） 

県の見守り事業、生活支援体制整備事業、社会福祉協議会と連携を図り、見守り体制

を整備していきます。 

定期的な安否確認と緊急時の対応をするために、住民ボランティアなどが行う訪問に

よる見守りサービスであり、関係機関と連携を図りながら体制整備を図ります。 

４）介護予防ケアマネジメント事業 

要支援者等から依頼を受けて、介護予防及び日常生活支援を目的として、その心身

の状況、置かれている環境やその他の状況に応じて、訪問型サービス、通所型サービ

ス、その他生活支援サービスのほか、一般介護予防や市の施策、市場において民間企

業により提供される生活支援サービスも含め、要支援者等の状態等にあった適切なサー

ビスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行います。 

図表 介護予防ケアマネジメント事業の実施件数の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

実施件数（件） － － 1,506 2,784 3,072 3,360 
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４ 負担の軽減 

（１）介護サービス利用者負担助成金支給事業 

要介護認定または要支援認定を受けている市民税非課税世帯者を対象に、介護保険

の居宅サービス費にかかる自己負担額の一部を助成し、低所得者等の経済的負担の軽

減を図ります。 

図表 介護サービス利用者負担助成金支給事業実績と見込み 

 

実績 見込み 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

助成件数（件） 187 162 165 

（２）重度心身障害者介護手当支給事業 

寝たきりまたは認知症、重度心身障害者等を介護している保護者を対象に、長期に

わたる介護への経済的・精神的負担の軽減を図ります。 

図表 重度心身障害者介護手当支給事業実績と見込み 

 

実績 見込み 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

助成件数（件） 327 270 220 
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基本施策Ⅳ 安全かつ安心して暮らせる地域づくり 

だれもが自分らしく充実した人生を送るためには、市民一人ひとりの個性やライフステー

ジに合わせた支援が継続的に提供される仕組みづくりが必要となります。そのため、公的な

福祉サービスでは対応しきれないニーズに対しては、市民の積極的な参加を得て地域福祉を

さらに充実させることにより、安心して暮らすことができるようになります。 

高齢者が尊厳を持って、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるため、適切な保健福祉サ

ービスが継続的に提供されるとともに、災害時の安全やユニバーサルデザイン（年齢や身体

能力に関わらずすべての人に適合するデザイン）に配慮した地域づくりを目指します。また、

防災・防犯・交通安全対策を進めるとともにバリアフリーなど生活環境の改善に努めます。 

図表 基本施策Ⅳの主要事業 

基本施策Ⅳ 安全かつ安心して暮らせる地域づくり 

 
 

事業区分 事業名 実施方針 担当課 

１ 地域包括支援セン 

ターの体制強化 

運営の機能強化 継続 
地域包括支援

センター 

総合相談支援事業 継続 
地域包括支援

センター 

権利擁護事業 継続 
地域包括支援

センター 

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 継続 
地域包括支援

センター 

２ 生活環境整備 

高齢者生活環境整備 継続 
高齢福祉課 

建設課 

公共施設のバリアフリー化 継続 

建設課公園 
管理事務所 
高齢福祉課 

３ 交通対策 

交通政策 継続 総務課 

交通環境の整備 継続 建設課 

交通安全対策 継続 危機管理課 

４ 防災対策 

避難支援対策 継続 危機管理課 

福祉避難所の開設 継続 
危機管理課 
高齢福祉課 

市民への防災教育 継続 危機管理課 

５ 防犯対策 

高齢者防犯世帯訪問啓発事業 継続 危機管理課 

通話録音装置普及促進事業 継続 危機管理課 

防犯講話 継続 危機管理課 

６ 消費者対策 継続 市民生活課 

７ 苦情・相談体制 継続 高齢福祉課 
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１ 地域包括支援センターの体制強化 

地域包括支援センターについては、地域福祉ネットワーク強化の観点から市の直営を堅

持しており、京ヶ瀬地区、水原地区を担当する「地域包括支援センター阿賀野」と安田地

区、笹神地区を担当する「地域包括支援センター笹神」の２つを設置しています。 

「地域包括支援センター阿賀野」は、阿賀野市役所本所に設置し、相談窓口を京ヶ瀬支

所に設けています。また、「地域包括支援センター笹神」は、笹神支所内に設置し、相談

窓口を安田支所内に設けています。今後は、地域包括ケアに向け、保健師、主任介護支援

専門員、社会福祉士の３職種のチームアプローチによる質の高いサービスの提供が求めら

れており、今後も組織機構を見直しながら体制の強化を図ります。 

（１）運営の機能強化 

地域包括支援センターの運営は、現状と課題を適切に把握するとともに、業務量に

応じた適切な人員配置、センター間や担当課との業務の役割分担の明確化と連携強化、

ＰＤＣＡの充実による効果的な運営の継続という観点から複合的に機能強化を図りま

す。また、継続的に安定した事業実施につなげるため、運営協議会と連携しながら定

期的な点検を行い、運営に対して適切な評価を行います。 

今後は、在宅医療、介護の連携・認知症の施策、介護予防・生活支援サービスの基

盤整備が重要であることから、これらの事業を効果的に推進するため、特に医療・介

護の関係者や関係機関等との連携体制をさらに深めます。 

① 専門職員の配置 

厚生労働省から示されている職員の配置基準に沿って、社会福祉士、保健師と主任介

護支援専門員を配置するとともに、高齢化の進展に伴う相談件数の増加、困難事例等の

状況を勘案し、地域包括支援センターの専門職が地域ケア会議及び地域への訪問や実態

把握等の活動を十分に行えるよう人員体制を業務量に応じて適切に配置し、地域の課題

や目標を共有しながら阿賀野、笹神両センターが相互に連携した効果的な取組が実施で

きるよう努めます。また、地域包括支援センターの直営の体制を維持するため、計画的

な職員の育成確保に努めます。  
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② 地域・事業者との連携 

地域の高齢者の状況を的確に把握し、適切なサービス提供を図るため、サービス提供

事業所や関係機関等の他に、地域の自治会や民生委員等との連携を強化します。 

（２）総合相談支援事業 

高齢者が住み慣れた地域においてだれもが安心してその人らしい生活を継続してい

くことができるよう、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高

齢者の心身の状況や生活の実態、必要な支援等を幅広く把握し、相談を受け、適切な

保健・医療・福祉サービス、機関または制度の利用につなげるなどの支援を行います。 

図表 総合相談支援事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

利用実人数（人） 2,373 2,562 2,580 2,610 2,640 2,660 

（３）権利擁護事業 

高齢者が地域において尊厳のある生活を維持し、安心して生活を行うことができる

よう、専門的・継続的な視点から、高齢者の権利擁護のため必要な支援を行います。 

具体的には高齢者虐待防止法に基づき、虐待を受けている高齢者及び養護者への支

援を行います。また、認知症等により判断能力が低下して、福祉サービスの利用手続

きや金銭管理等に不安のある方に対して、成年後見制度の申し立て手続き支援や市社

会福祉協議会において実施している日常生活自立支援事業の情報提供等を行い、でき

るだけ住み慣れた地域で生活し続けることができるように支援します。 

図表 権利擁護事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

相談件数（件） 7 24 20 20 20 20 
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（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

高齢者が住み慣れた地域において暮らし続けることができるよう、介護支援専門員、

主治医、地域の関係機関等の連携、在宅と施設の連携など、多職種相互の協働等によ

り個々の高齢者の状況や変化に応じて支援していく包括的・継続的ケアマネジメント

が重要であり、地域における連携・協働の体制づくりや支援困難事例の指導・助言な

ど介護支援専門員に対する支援等を行います。 

① 自立支援ケアの推進 

○リハビリテイティブ・ケア・アプローチ※2による自立を支援するケアの取組を参考

にその普及拡大を図り、「その人がその人らしく生きていく」ために必要な支援を

行えるような質の高いケアの提供を目指します。 

○市内の福祉関係者を中心に構成する自立支援ケア実践委員会の中で、各施設や在宅

の対象者ごとにチームを編成し、対象者の自立に向けた目標と到達に向けたプラン

作成、モニタリングについてチーム会議を随時開催し、検討を行っていきます。ま

た、この取組が円滑に進むよう、関係職員のスキルアップと市民周知による意識啓

発を図ります。 

図表 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

支援困難事例 
相談（実人数） 

123 123 130 130 130 130 

カンファレンス 
出席（延べ件数） 

77 54 60 60 60 60 

 

  

                                                   
※2：リハビリテイティブ・ケア・アプローチ：リハビリ効果を促進するケアの日常的展開。その人に残存する

肉体的、精神的、社会的機能を可能な限り活用できるよう高齢者や障がい者などハンディを持つ人
を分け隔てることなく、日常生活の中でともに助け合っていくのが自然な社会のあり方であるとする考
え方。 
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２ 生活環境整備 

（１）高齢者生活環境整備 

高齢者の地域における生活が、安心して快適に送られるように自宅の耐震改修など

の住宅改修を促進します。 

（２）公共施設のバリアフリー化 

高齢者が、地域において安心して快適に生活できるような環境を整備することは、

高齢者福祉の大きなテーマです。市営住宅や公園等の公共施設等のバリアフリー化を

進め、環境整備に取り組みます。 

３ 交通対策 

（１）交通政策 

通院や買い物など特に高齢者の利便性に配慮した市営バスの運行に努めます。 

（２）交通環境の整備 

高齢者の自立した日常生活を支援するために、公共交通機関を利用した円滑な移動

が可能になるよう、公共施設や駅、病院を結ぶ歩道のバリアフリーの整備を進めます。 

（３）交通安全対策 

交通安全施設や標識の整備、交通安全協会等と連携した交通安全運動を展開し、高

齢者の交通事故の撲滅を目指します。 

① 交通安全講話 

老人クラブ単位等で、事故が多い道路横断時の注意事項や反射材の有効性を学んでも

らう交通安全教室を開催します。 

図表 交通安全講話の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

実施件数（件） 7 4 10 10 10 10 
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② 高齢者交通安全世帯訪問啓発事業 

75歳以上の高齢者宅を訪問して、交通安全の呼びかけや事故防止の啓発を行います。 

図表 高齢者交通安全世帯訪問啓発事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

実施件数（件） 434 397 459 450 450 450 

③ 運転免許自主返納者支援事業 

高齢ドライバーの交通事故防止のため、自主的な運転免許証返納者への支援を行います。 

■支援内容 

・市営バス利用料の免除（２年間） 

・市内タクシー利用券５千円分交付（有効期間２年間） 

・市内タクシー運賃の１割引き（市内タクシー事業者の独自支援、無期限） 

図表 運転免許自主返納者支援事業の実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

実施件数（件） 98 112 127 130 130 130 
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４ 防災対策 

（１）避難支援対策 

災害発生時に自ら避難することが困難な高齢者等（以下、避難行動要支援者）に対

して、速やかに避難情報を伝達し、避難行動が開始できるようにするための体制整備

を図ります。 

そのため、平常時から避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難支援を行うた

めの「避難行動要支援者名簿」を整備します。整備した名簿は毎年更新し、避難行動

要支援者本人の同意を得たうえで、自治会・民生委員・消防本部・警察署等の避難支

援等に携わる関係者に対し提供を行い、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支

援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施

などに努めます。 

（２）福祉避難所の開設 

高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等であって一般の避難所での生活が困

難と考えられる者については、関係機関等と連携をはかりながら福祉避難所を開設し

て支援を行います。 

避難所が開設される事態に至った時は、避難所に避難している介護が必要な高齢者

の状況を把握し、以下の措置を講じます。 

 

① 入院等医療を提供する必要がある場合は病院へ搬送します。 

② 一般の避難所では生活を継続していくことが困難と思われる場合は、本人・家族 

等への説明を行い福祉避難所に誘導します。 

③ 重度の要介護状態で福祉避難所等での対応が困難な場合は、短期入所サービスの 

利用や介護保険施設への入所を斡旋します。 

④ 今まで受けていた介護サービス事業者による継続的な介護サービスが難しい場

合には、他の事業者によるサービスが継続できるように斡旋します。 

⑤ 避難所生活の長期化や生活環境の変化対策として、生活機能の低下等が防止でき

るような生活不活発病対策を実施します。 

（３）市民への防災教育 

自治会、老人クラブ、地域のサロン等で日頃からの防災対策について知識の普及啓

発活動を関係機関等と連携して行います。  
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５ 防犯対策 

地域における防犯意識の向上を目指して、自治会や老人クラブなどを通じた情報提供や

啓発活動を進めます。 

（１）高齢者防犯世帯訪問啓発事業 

高齢者の被害防止を図るため、特殊詐欺等の防犯啓発を実施します。 

（２）通話録音装置普及促進事業 

特殊詐欺、悪質商法等の被害防止を図るため、高齢者に通話録音装置を無償貸与し

ます。 

（３）防犯講話 

老人クラブ単位等で、犯罪の発生状況や特殊詐欺への注意を促す講話会を開催します。 

６ 消費者対策 

高齢者を消費者トラブルから守るためには周囲の方の「気づき」「見守り」が大変重要

です。 

そのため、自治会、老人クラブ、地域のサロン等で消費者トラブルに関する知識の普及

啓発活動を関係機関と連携して行います。 

また、認知症高齢者は被害にあいやすいため、成年後見制度を活用した未然の防止策や

万が一被害にあってしまった時の相談窓口について周知し、早期発見、早期解決、拡大を

防止する事に努めます。 

７ 苦情・相談体制 

福祉事業に関する広報活動を行い、サービスへの理解を促進するとともに、サービスに

対する相談や苦情に対応するため、庁内の連携のほか、県、関係事業所等の関係機関や地

域との連携を強化します。 
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基本施策Ⅴ 阿賀野型地域包括ケアシステムの 

深化・推進 

高齢者の自立と尊厳を支えるケアを実現するため、いわゆる団塊の世代が75歳以上と

なり介護が必要な高齢者が急速に増加することが見込まれる平成37（2025）年までの

間に、各地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を目標とします。 

高齢者が安心して地域で生活を送るためには、公的なサービス提供だけではなく、より

身近な存在である地域住民の手助けが必要となります。地域の住民一人ひとりが互助の担

い手として地域福祉活動に取り組むことにより、高齢者に対してきめ細かな支援や見守り

を行うことができます。 

また、市民が自主的に参加し、ふれあいを共感しながら、取り組むことができるＮＰＯ

やボランティアといった活動は、市民がともに支え合う地域社会を実現するうえで重要な

役割を持っています。支援を必要とする高齢者が、生活の場である身近な地域において、

公的サービスだけでなく住民同士のふれあいや助け合い、支え合いによる重層的な支援を

受けながら生活することができるよう、市民による福祉活動に対して必要な支援や基盤づ

くりを行っていきます。 

図表 基本施策Ⅴの主要事業 

基本施策Ⅴ 阿賀野型地域包括ケアシステムの深化・推進 

 
 

事業区分 事業名 実施方針 担当課 

１ 在宅医療・介護連携の 

推進 

在宅医療・介護連携体制整備の 

推進 
新規 

地域包括支援 
センター 

在宅医療・介護連携に関する取組 新規 
地域包括支援 

センター 

二次医療圏内・関係市町の連携 新規 
地域包括支援 

センター 

２ 認知症施策の推進 

認知症初期集中支援の推進 新規 
地域包括支援 

センター 

認知症ケア向上の推進 継続 
地域包括支援 

センター 

地域の見守りネットワークの構築 継続 
地域包括支援 

センター 

３ 生活支援・介護予防 

サービスの体制整備 
生活支援事業の基盤整備 新規 

地域包括支援 
センター 

４ 地域ケア会議の推進 継続 
地域包括支援 

センター 

５ 高齢者の居住安定に 

係る施策との連携 

住替え希望者への情報提供 継続 高齢福祉課 

養護老人ホームや軽費老人ホーム

への入所措置 
継続 高齢福祉課 

６ 地域福祉活動の充実 

地域福祉体制の整備 継続 高齢福祉課 

地域包括ケアシステムを支える人

材確保と資質向上 
継続 高齢福祉課 
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図表 阿賀野型地域包括ケアシステムの姿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病気になったら… 

医 療 

日常の医療 
・かかりつけ医、有床診療所 
・地域の連携病院 
・歯科医療、薬局 

病院 
・急性期 
・回復期 
・慢性期 

通院・入院 

地域包括支援センター・ 
居宅介護支援事業所 
・相談業務 
・サービスのコーディネート いつまでも元気に暮らすために… 

生活支援・介護予防 

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ等 

住まい 

※地域包括ケアシステムは、お
おむね 30分以内に必要なサー
ビスが提供される日常生活圏
域（具体的には中学校区）を
単位として想定 

・自宅 
・サービス付き高齢者向け住宅等 

通所・入所 

介護が必要になったら… 

介 護 

◆在宅系サービス 
・訪問介護・訪問看護・通所介護 
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護・福祉用具等 

◆介護予防サービス 

◆施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症対応型共同生活介護 
・特定施設入居者生活介護等 
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１ 在宅医療・介護連携の推進 

急速な高齢化の進展に伴い、認知症高齢者や医療的ニーズが高い要介護高齢者が増加す

るとともに、高齢者の一人暮らしや夫婦のみの世帯が増加する中、高齢者の尊厳を保持し、

その能力に応じて自立した日常生活を営めるようにするためには、高齢者一人ひとりの状

態に応じた最適な医療と介護を継続的、包括的に提供できる体制を確立していく必要があ

ります。 

また、高齢者の中でも特に75歳以上高齢者は、「慢性疾患による受療が多い」、「複

数の疾患にかかりやすい」、「要介護の発生率が高い」などの特徴があり、こうした特徴

を複数抱えた高齢者であっても、できる限り自宅等の住み慣れた場所で療養し、自分らし

い生活を続けるためには、入退院支援、日常の療養支援、初診支援、急変時の対応及び看

取りなどの様々な場面で在宅医療と介護が連携して支えていくサービスや体制を構築し

ていく必要があります。 

このため、阿賀野市では、サービスを利用する市民の視点に立って、急性期の医療から

在宅医療・介護までの一連のサービスを切れ目なく提供するために、地元医師会、あがの

市民病院との連携を深めるとともに二次医療圏内の医療機関との連携構築に努め、医療と

介護が包括的かつ継続的に提供できる体制を構築していきます。 

図表 在宅医療・介護連携の推進 
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（１）在宅医療・介護連携体制整備の推進 

① 地域の医療・介護の資源の把握 

入退院支援や日常の療養支援の場面で、地域の在宅医療・介護連携の現状を把握し、

地域の医療・介護関係者が紹介先や協力依頼先を適切に選択、連絡できるよう連携に必

要な情報を提供していきます。 

② 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・介護連携の現状の把

握と課題の抽出、対応策等の検討を行います。 

具体的には、個別の地域ケア会議、圏域の地域ケア会議で、地域課題の抽出と対応策

について検討し、その対応策を地域医療ケア戦略会議等で施策化したうえで、最終的に

地域包括ケア推進会議において、施策を決定していきます。 

③ 医療・介護関係者の研修 

入退院支援、日常の療養支援、初診支援、急変時の対応及び看取りなどの様々な場面

で医療と介護の円滑な連携を実現するために、多職種で、顔の見える関係づくりを行い

ながら、地域の課題解決につながる内容の研修会を開催していきます。 

ア 多職種連携研修会 

イ 部門別研修会（施設部会、通所部会、訪問部会、リハビリ専門職部会） 

ウ 同職種別研修会（看護職、介護支援専門員、他職能団体等） 

エ 様々な場面での課題解決に向けた人材育成等研修会 
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（２）在宅医療・介護連携に関する取組 

① 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制 

個別の地域ケア会議、圏域の地域ケア会議で、地域課題の抽出と対応策について検討

し、その対応策を地域医療ケア戦略会議等で施策化したうえで、最終的に地域包括ケア

推進会議において、施策決定し、切れ目なく在宅医療と在宅介護が一体的に提供される

体制の構築に向けて、必要な取組を検討していきます。 

そのためには、郡市医師会や他市町との広域連携を含め、市内の医療・介護サービス

提供者の現状を踏まえ、知恵と工夫を凝らし、それぞれの立場や役割を補完する体制を

整備し、切れ目のない在宅医療と在宅介護サービスの提供に努めていきます。 

② 在宅医療・介護関係者の情報の共有 

市民の在宅療養を支えるために、要介護者等の状態の変化に応じて医療・介護関係者

間で、速やかな情報共有が行われるよう、情報共有ツールを整備していきます。 

ア あがの市民病院の入退院支援に係る情報共有統一様式の整備、運用の見直し 

検討 

イ ＩＣＴの導入検討 

ウ 県立新発田病院、市外の病院との情報共有についての検討 

エ ケアマネタイムの整備、運用の見直し検討 

③ 在宅医療・介護関係者に関する相談支援 

地域の在宅医療・介護連携を支援する相談窓口の設置運営を行い、在宅医療・介護連

携に関する相談の受付対応を行います。また、必要に応じて、退院時に医療関係者と介

護関係者の連携調整や利用者・患者または家族の要望を踏まえた医療・介護サービスの

支援を行います。 

相談窓口は、あがの市民病院、地域医療・連携センターに設置し、在宅医療・介護連

携並びにサービス支援についての体制を整備していきます。 

  



阿賀野市 

 

78 

④ 地域住民への普及啓発 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けていくためには、医療・介

護関係者の連携だけでなく、市民が在宅医療や介護について理解し、在宅療養が必要に

なったときに必要なサービスを適切に選択でき、終末期の在り方や在宅看取りについて

の理解を深める必要があります。 

そのため、在宅医療や介護に関する講演会や集落単位での講座を開催していきます。 

ア 市民向け講演会の開催 

イ 自治会単位での普及啓発（座談会等） 

ウ 広報、ホームページ、チラシ等による情報発信 

（３）二次医療圏内・関係市町の連携 

① 関係市町の連携 

圏域の市町や郡市医師会等と連携し、広域的な課題について協議し、必要な取組につ

いての検討を行います。 

２ 認知症施策の推進 

全国的にみると、認知症日常生活自立度Ⅱ以上の認知症高齢者は、要介護認定者の約６

割を占め、今後も増加することが予測されており、本市でも同様な傾向が見られます。 

これまでの主な認知症施策は、早期受診・早期対応の遅れによる症状の悪化、地域で認

知症高齢者とその家族への支援体制が不十分、医療・介護従事者が現場で連携のとれた対

応ができていないケースがある等、様々な課題が指摘されてきました。 

介護サービス利用者にも認知症高齢者が多く含まれていることや、認知症日常生活自立

度Ⅱ以上の認知症高齢者が多いなど、地域の実情に応じた対応が必要です。 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活できるために、地域住民に対し認知症

の知識の普及啓発や関連情報の提供を行い、認知症高齢者とその家族に対する支援体制の

構築に取り組みます。 

平成30（2018）年度より、初期集中支援チームを配置し、認知症の早期診断・早期

対応とともに、認知症地域支援推進員による相談対応で、本人の心理的なケアや介護家族

への指導・支援を行い、困りごとの解決をサポートして行き、認知症になっても生活でき

る地域の実現を目指します。 

「認知症相談支援ガイド（認知症ケアパス）」は、認知症の人とその家族や関係者に、

認知症の進行状態に応じた適切な対応や医療・介護サービスの提供の流れを提示し、効果

的な認知症ケア・支援につなげることを目的としており、広く配布を行っていきます。 

また、「認知症カフェ」を開催し、認知症の人と家族、地域住民、専門職等が誰でも参加

できる集いの場の普及を図り、認知症の人やその家族等に対する支援を推進していきます。 
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図表 認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員のイメージ 
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（１）認知症初期集中支援の推進 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続け

るために、認知症やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置、

並びに、認知症支援ガイド（認知症ケアパス）の普及啓発により、早期診断・早期対

応に向けた支援体制を構築します。 

（２）認知症ケア向上の推進 

認知症地域支援推進員を配置、認知症カフェの開催、認知症サポーター養成講座の

開催等で、認知症の理解や対応についての普及啓発により、市民の理解者が増えて行

くとともに、認知症の疑いがある人や認知症と診断された人が安心して生活ができる

よう支援して行きます。 

図表 認知症ケアの実績と見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

認知症サポーター養
成 講 座 開 催 回 数
（回） 

12 14 9 9 9 9 

認知症サポーター利
用延べ人数（人） 

2,647 3,001 3,160 3,300 3,400 3,500 

カフェ開催回数（回） - 17 18 12 12 12 

カフェ利用延べ人数
（人） 

- 107 120 140 150 160 

（３）地域の見守りネットワークの構築 

平成29（2017）年10月より、認知症高齢者等見守り事業を実施し、「見守り対象

者」へ靴等に貼る反射ステッカーを交付しています。 

行き先がわからなくなった時、また知らない場所で保護された時など、いち早く家

に帰れるように、捜索や身元の特定のための手掛かりにする情報を申請時に聞き取り、

その情報を関係機関で共有し、捜索時の手掛かりに役立てます。 

また、困っている高齢者に市民がやさしく声かけすることで、行方不明や事故の発

生を防ぎ、認知症の人にやさしい地域の実現を目指します。 

図表 認知症高齢者等見守り事業の見込み 

 

実績 見込み 計画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

見 守 り対 象 者 登
録者（人） 

― ― 7 15 20 25 
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３ 生活支援・介護予防サービスの体制整備 

要支援者等の軽度な高齢者については、家事動作等の低下に伴う日常生活上の困りごと

や外出に対する多様な支援が求められています。今後、このような支援が特に必要となる

一人暮らし高齢者や高齢者世帯の割合が大きく占めていくことを踏まえ、元気な高齢者や

地域住民等の力を活用した生活支援サービスの充実が重要となってきます。 

この生活支援サービス体制整備にあたっては、元気な高齢者をはじめ、住民が担い手と

して参加する住民主体の活動やＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、協同組合、民間

企業、地縁組織、シルバー人材センターなどの多様な主体による多様なサービスの提供体

制を構築するために、高齢者を支える「地域の支え合い体制づくり」を推進していきます。 

また、地域支援事業において、生活支援サービスの提供体制の構築に向けたコーディネ

ーター機能を果たす「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置すると

ともに、生活支援コーディネーターや生活支援サービスの提供主体等が参画する定期的な

情報共有及び連携強化の場としての中核となる「協議体」の設置を図り、互助を基本とし

た生活支援サービスが、創出されるよう取り組んでいきます。 

図表 生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例 

 
 
 

ボラン 
ティア 

社会福祉 
法人 

協同組合 民間企業 ＮＰＯ 

等 

※ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が
活用できる仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが
重要。 

（２）協議体の設置 
⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進 

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
体
制
整
備
に
向
け
た
取
組 

①第１層 市町村区域で主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心 
②第２層 中学校区域で第 1 層の機能の下で具体的な活動を展開 
※コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッ

チングする機能があるが、これは本事業の対象外 

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、順次充実を目指す。 

（Ａ） 

資源開発 
 
○地域に不足するサービス創出 

○サービスの担い手の養成 
○元気な高齢者などが担い手と
して活動する場の確保 

など 

（Ｂ） 

ネットワーク構築 
 

○関係者間の情報共有 

○サービス提供主体間の連携の
体制づくり 

など 

（Ｃ） 
ニーズと取組の 

マッチング 
 

○地域の支援ニーズとサービス
提供主体の活動をマッチング 

など 

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 
⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート機能を担い、一体的な活動を推進 

コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を中心に充実 
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（１）生活支援事業の基盤整備 

生活支援協議体と生活支援コーディネーターを中心に高齢者の生活支援を担う地域

の支え合い（助け合い）活動の仕組みをつくり、サービス提供体制を整備していきます。 

① 協議体の設置 

１層協議体を設置し、２層協議体、生活支援コーディネーターと連携を図りながら中

学校区単位及び阿賀野市全域における資源開発を行っていきます。 

生活支援コーディネーターや生活支援サービスの提供主体等が参画する定期的な情

報共有及び連携強化の場としての中核となる「協議体」の設置を図り、互助を基本とし

た生活支援サービスが、創出されるよう取り組んでいきます。 

② 生活支援コーディネーターの設置 

中学校区単位に1名、合計4名の生活支援コーディネーターを配置し、２層と１層の

コーディネート機能を担い、サービス構築に向けて取り組んで行きます。 

地域支援事業において、生活支援サービスの提供体制の構築に向けたコーディネータ

ー機能を果たす「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置します。 
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４ 地域ケア会議の推進 

＜地域ケア会議開催の目的＞ 

「地域包括ケアシステム」の構築のため、「地域ケア会議」は高齢者個人に対する支援

の充実と、それを支える社会基盤の整備を同時に進めていく必要があります。 

＜具体例＞ 

◎医療、介護等の多職種協働による高齢者の個別課題の解決、及び介護支援専門員に

よる自立支援に資するケアマネジメントの支援 

◎地域支援ネットワークの構築 

地域課題の把握を行うことにより、その解決に必要な資源開発や地域づくり、さらには

介護保険事業計画への反映などの政策形成に繋げ、地域包括ケアシステムを実現すること

にあります。 

 

＜今後の取組について＞ 

個別地域ケア会議は、地域包括支援センターとあがの市民病院地域医療・連携センター

が協働で実施していきます。 

圏域別個別地域ケア会議は定例的に開催し、自立支援、介護予防のための事例を積み重

ねていくことで地域課題をさらに分析し、日常生活圏域ごとに不足しているサービス等対

応を検討していきます。 

圏域別個別地域ケア会議において検討した対応策から、医療・介護等の多職種が構成員

である地域医療ケア戦略会議、並びに、圏域別地域ケア会議において、地域生活で困難な

人を支える課題を共有し、地域課題の抽出を行い、見守りのネットワークの構築や不足の

社会資源（支え合いの仕組み）の開発につながる提案を地域包括ケア推進会議において行

っていきます。 

こうした協議の積み重ねにより、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らしてい

けるよう、地域課題を解決するための社会基盤の整備・開発とネットワークの構築を行っ

ていきます。 
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図表 地域ケア会議の機能と位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 高齢者の居住安定に係る施策との連携 

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増加するなか、可能な限り住み慣れた地域で

安心して暮らし続けるためには、安全で快適な住まいの提供と住宅のバリアフリー化など

住居環境の整備を図ることが必要となります。介護保険における段差の解消や手すりの設

置などを行う住宅改修や各種生活支援サービスが適切に提供されるよう、地域包括支援セ

ンターが中核となり各関係機関等と連携して、安全で快適な生活ができるような住居環境

の整備に取り組みます。 

（１）住替え希望者への情報提供 

市内には、有料老人ホーム２ヶ所（定員134人）、認知症対応型グループホーム５

ヶ所（定員90人）、軽費老人ホーム（ケアハウス）２ヶ所（定員80人）があり、住

み替えを希望する方へ情報提供などの支援に努めます。 

  

政策形成 
機能 

地域づくり・ 
資源開発機能 

地域課題 
発見機能 

ネットワーク 
構築機能 

個別課題 
解決機能 

◆地域包括支援センターや 
あがの市民病院の地域医
療・連携センターが主催・
運営し、必要な個別事例 
の関係者を招集する。  

◆ケースに関わる関係者間
で情報を共有し、個別の 
課題を整理するとともに
支援内容を検討する。 

個別地域ケア会議 

◆医療・介護連携以外に
関する地域課題につい
て検討・施策案の検討。 

 
◆地域に不足する資源・

サービス・ネットワー
ク等を検討する。 

圏域別地域ケア会議 

◆市が主催・運営し、委 
嘱された委員を招集
する。 

 
◆圏域の地域ケア会議

からあがってきた地
域課題を共有し、市と 
して施策につなげる。 

地域包括ケア推進会議 

 
◆個別地域ケア会議で解決

困難なケースの検討を行
い、課題に対してルール
化、データベース化して
いく。  

◆解決困難な課題の積み上
げを行い、地域課題の抽
出を行う。 

圏域別個別ケア会議 
(定例化) 

◆医療・介護連携に関す
る地域課題について検
討・施策案の検討。 

地域医療ケア戦略会議 
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（２）養護老人ホームや軽費老人ホームへの入所措置 

今後は生活困窮者や社会的に孤立する高齢者など、多様な生活課題を抱える高齢者

の増加が見込まれることから、高齢者のうち環境上の理由および経済的理由により居

宅において住み続けることが困難な高齢者は、措置入所によって養護します。 

① 養護老人ホーム 

65歳以上の高齢者等で環境上または経済的理由により在宅での生活が困難な人のた

めの入所施設です。本市には施設整備がされていませんが、広域的な対応のなかで、必

要とされる入所施設の確保を図るとともに、施設入所者に対して必要な支援を行います。 

② ケアハウス 

60歳以上の一人暮らしの人、夫婦のみの世帯に属する者及び家族による援助を受け

ることが困難な人であって、高齢等のため独立して生活することに不安な人を対象にし

ています。本市では、水原地区に定員50名、笹神地区に定員30名の施設整備がされて

いることから、利用の促進を図ります。 

③ 介護医療院 

今後、増加することが見込まれる慢性期の医療と介護ニーズを併せ持つ高齢者を推計

し、日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れや看取り・ターミナルケア等の医療

機能と生活施設としての機能とを兼ね備えた介護医療院の整備の必要性について検討

していきます。 

６ 地域福祉活動の充実 

（１）地域福祉体制の整備 

定年を迎えた高齢者の社会参加を促進し、福祉の担い手として活躍できるように人

材育成を図るほか、福祉団体との連携を図り、地域全体で高齢者や障がい者を支える

地域福祉体制の強化を図ります。 

（２）地域包括ケアシステムを支える人材確保と資質向上 

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、介護給付等対象サービスや地域支援事

業に携わる人材を安定的に確保するための取組が重要です。 

このため、県と連携しながら、支え手となるボランティア、ＮＰＯの育成、市民後

見人の育成、認知症サポーターの養成など、必要な施策に取り組みます。 
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基本施策Ⅵ 持続可能な介護保険事業の運営 

団塊世代が75歳以上となる平成37（2025）年や、団塊ジュニア世代が65歳以上とな

り、高齢者数がピークを迎える平成54（2042）年も見据えつつ、制度の持続可能性を確

保するために引き続き高齢者が自身の能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

うな支援が必要とされています。 

また、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減・悪化防止といった制度の

理念を堅持し、質の高い必要なサービスを提供するとともに、財源と人材とをより重点的・

効率的に活用する仕組みづくりが必要となります。 

事業主体である本市では、事業所、介護支援専門員等との連携により適切なサービス提

供に努めるとともに、給付適正化事業の推進により介護保険特別会計の健全化を目指します。 

また、地域密着型サービスや新しい総合事業等の介護保険事業の充実を図ります。 

図表 基本施策Ⅵの主要事業 

基本施策Ⅵ 持続可能な介護保険事業の運営 

 
 

事業区分 事業名 実施方針 担当課 

１ 保険者機能の強化 新規 高齢福祉課 

２ 介護給付適正化事業 

要介護認定の適正化 継続 高齢福祉課 

ケアマネジメント等の適正化 継続 高齢福祉課 

事業所のサービス提供体制及

び介護報酬請求の適正化 
継続 高齢福祉課 

３ 低所得者への対応 

特定入所者介護サービス費 継続 高齢福祉課 

高額介護サービス費 継続 高齢福祉課 

社会福祉法人利用者負担軽減 継続 高齢福祉課 

４ 介護情報提供体制の強化 継続 高齢福祉課 

１ 保険者機能の強化 

効果的・効率的な介護給付を推進するためには、介護給付を必要とする受給者を適切に

認定し、受給者が真に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供するよう促

します。これにより適切なサービス提供の確保と、その結果として費用の効率化を通じた

介護給付の適正化を図りながら介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護保険制度の

構築につなげられるよう保険者機能の強化に努めます。 
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また、地域の実情やこれまでの介護給付の適正化の取組を踏まえ、実施する具体的な取

組内容や実施方法とその目標等を定めるとともに、県国民健康保険団体連合会（以下の適

正化システム）等を活用するなど、県と協力しながら一層の推進を図ります。 

２ 介護給付適正化事業 

（１）要介護認定の適正化 

要介護・要支援認定を行うための判断の基礎となる認定調査については、調査結果

の正確さと統一性を確保するため、市の調査員が認定調査を行います。 

更に、認定調査票の記載内容を市職員が、全件について、認定調査票と特記事項の

判断基準の整合性等を点検します。 

効果・目的 

○認定調査の正確性、公平性を保ち、審査会において調査票、主治医意見書をもと

に公平な審査ができます。 

○更に、業務分析データの活用により、課題の把握を行うことで、認定結果の平準

化を行います。 

図表 認定調査の事後点検実施の見込み 

 
2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

認定調査結果の事後点検（件） 全件 全件 全件 

業務分析データの活用等による課題 
の把握（回） 

年１回 年１回 年１回 

（２）ケアマネジメント等の適正化 

【ケアプランの点検】 

個々の受給者が真に必要とするサービスの確保と、その状態に適合していないサービ

ス提供を改善するために、介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画等（ケアプ

ラン）の記載内容について、事業者に資料提出を求め、市職員等第三者が点検及び支援

を行います。 

点検の実施については計画的に行い、介護支援専門員に対し「自立支援に資するケア

マネジメント」実施の意識付けを行います。 

効果・目的 

○点検件数を増やし、継続的に行うことで、サービス利用の適正化のみならず、給

付額の適正化の効果についても検証を行うことができます。 
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【研修会等の実施】 

制度の周知や情報の共有化を図るための介護支援専門員に対する研修会等を実施し

ます。 

【住宅改修の点検】 

改修工事を行おうとする受給者宅の実態確認や工事見積書の点検、更に竣工後に訪問

して点検または竣工写真により施工状況を点検します。 

図表 住宅改修の点検実施の見込み 

 
2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

申請時書面調査及び現地調査（件） 0 5 10 

完成報告後の現地調査（件） 5 5 10 

効果・目的 

○現地確認を行うことにより、改修が適性に行われているか確認でき、不適切な住

宅改修費の支給を防ぐことができます。 

【福祉用具購入・貸与調査】 

福祉用具の例外的な貸与（軽度者のベットレンタル等）については、介護支援専門員

から質問票を提出させ、貸与の必要性を判断します。 

福祉用具の購入については、購入後に訪問調査を行い、受給者の身体の状況に応じて

真に必要な福祉用具かを確認します。 

また、国民健康保険連合会介護給付適正化システムの給付実績データを積極的に活用

し、より適正な給付に努めます。 

図表 福祉用具購入・貸与調査実施の見込み 

 
2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

例外的貸与事例の現地調査（件） 5 10 10 

福祉用具購入の現地調査（件） 5 10 10 

効果・目的 

○不適切、不要な福祉用具利用を排除し、受給者の身体の状況に応じて真に必要な

利用を進めるとともに、給付額の適正化を行います。 
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（３）事業所のサービス提供体制及び介護報酬請求の適正化 

【縦覧点検】【医療費との突合】 

国民健康保険連合会介護給付適正化システムによる縦覧点検帳票及び医療情報との

突合帳票による請求内容の点検を実施します。 

効果・目的 

○重複請求や不正請求の防止に努めます。 

３ 低所得者への対応 

（１）特定入所者介護サービス費 

介護保険施設利用者の居住費・食費が、低所得者に過重な負担とならないように国

の基準で示された所得に応じた利用者負担限度を超える差額給付を行います。 

（２）高額介護サービス費 

世帯が１か月に受けた介護サービスの利用者負担の合計額が、国の基準で示された

所得に応じた上限額を超えた場合、その超えた費用を高額介護サービス費として支給

を行います。 

（３）社会福祉法人利用者負担軽減 

国の基準で示された一定の要件に該当する低所得者の方に対し、社会福祉法人が提

供する介護サービスの利用者負担を軽減します。 

４ 介護情報提供体制の強化 

地域包括ケアシステム構築に向けては、医療・介護サービスの情報に加えて地域包括支

援センターや介護予防・生活支援サービスの所在地や事業・サービス内容について、地域

で共有される資源として広く住民に伝えていくことが必要となります。このため、厚生労

働省が運用する介護サービス情報公表システムを活用して積極的に情報発信するよう努

めます。また、介護保険事業及び高齢者の保健・福祉に関するサービスの情報や地域包括

支援センター、介護支援専門員、指定居宅サービス事業所、指定介護予防サービス事業所

からの情報は、市広報・パンフレット、市ホームページ等で情報提供を行うとともに、こ

れら関係機関との連携を強化し、情報の共有に努めます。 
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第５章 介護保険事業の事業量 

第１節 高齢者の人口等の推計 

１ 人口と被保険者数の推計 

本市の平成29（2017）年10月１日（９月30日現在）の住民基本台帳人口は43,234

人となっています。このうち65歳以上の第１号被保険者数は13,454人、40歳から64

歳の第２号被保険者は14,273人です。 

第７期最終年度である平成32（2020）年度の総人口は41,669人と推計され、人口

は減少傾向で推移するものと見込まれます。65歳以上の高齢者は、団塊の世代に続く世

代も増加しており13,931人になるものと見込まれます。一方、40歳～64歳層は、減少

の傾向で推移するものと見込まれます。 

図表 人口及び第１号被保険者数の推計 

単位：人 

 2017年度 
（Ｈ29年度） 

2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

2025年度 
（Ｈ37年度） 

総人口 43,234 42,722 42,199 41,669 38,914 

第１号被保険者 13,454  13,666  13,826  13,931  14,034  

第２号被保険者 14,273  13,975  13,736  13,496  12,575  

３９歳以下 15,507  15,081 14,637  14,242  12,305  

資料：住民基本台帳及び地域包括ケア「見える化」システム 
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２ 要支援・要介護度別の認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数は、各要介護度ともに増加傾向で推移し、平成32（2020）

年度には2,916人、平成37（2025）年度には3,046人になるものと見込まれます。 

図表 要支援・要介護度別の認定者数の推計（２号含む） 

単位：人 

区 分 
2017年度 
（Ｈ29年度） 

2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

2025年度 
（Ｈ37年度） 

要支援１ 288  286  293  300  311  

要支援２ 471  484  491  503  528  

要介護１ 495  493  499  507  534  

要介護２ 460  471  474  481  506  

要介護３ 414  429  438  448  470  

要介護４ 352  376  377  379  389  

要介護５ 281  294  295  298  308  

計 2,761  2,833  2,867  2,916  3,046  
 資料：地域包括ケア「見える化」システム 

３ サービス利用者数の推計 

（１）施設・居住系サービス利用者数の推計 

現状のサービス利用の状況及びサービス基盤の状況ならびに今後のサービス基盤の

整備の見込み等から、本計画期間における施設・居住系サービスの利用者数を次表の

とおり推計しました。 

図表 施設・居住系サービス利用者数の推計 

単位：人 

 2017年度 
（Ｈ29年度） 

2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

2025年度 
（Ｈ37年度） 

施設・居住系サービス利用者数 794 827 830 833 891 

 施設利用者 644 677 679 681 738 

  介護老人福祉施設 434  446  446  446  446 

  介護老人保健施設 106  123  125  127  129 

  介護療養型医療施設（介護
医療院） 

20  26  26  26  26 

  地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護 

84  82  82  82  137 

 介護専用居住系 
サービス利用者 

150 150 151 152 153 

  認知症対応型 
共同生活介護 

85  88  88  88  88 

  特定施設入居者生活介護 65 62  63  64  65 

※平成 29（2017）年度は 12 月時点の見込みによる。 
※介護療養型医療施設は平成 35（2023）年度末に廃止となるため、平成 37（2025）年度の数値は、

介護医療院の数値。  
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４ 第７期計画策定にあたっての基本的事項 

（１）介護老人福祉施設入所待機者の状況 

市内６ヶ所の特別養護老人ホームへの申込者数は、次表のとおりです。 

図表 介護度別介護老人福祉施設申込者数 

単位：人 

 要介護１ 
以下 

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合 計 
要介護３ 

以上の合計 

在 宅 1 17 37 15 14 84 66 

施設等 9 11 27 13 18 78 58 

※平成 29（2017）年 10 月 3１日現在、介護老人福祉施設の申込者数。 
※施設等は、介護老人保健施設、介護療養型、病院、養護老人ホーム、ケアハウス、グループホーム

に入所している方の申込者数。 

（２）地域密着型サービスの提供体制 

本市では地域密着型サービスとして小規模多機能型居宅介護・認知症対応型共同生

活介護・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護・地域密着型通所介護サービス

を制にしており、それらのサービスの提供区域は市全域を対象としています。それぞ

れのサービスの事業所数と必要利用定員は、次表のとおりです。 

図表 地域密着型サービスの事業所数と必要利用定員数 

単位：ヶ所、人 

 
2017年度 
（Ｈ29年度） 

2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

2025年度 
（Ｈ37年度） 

小規模多機能型 
居宅介護 

安田 
圏域 

事業所数 ー ー ー ー ー 

定員数 ー ー ー ー ー 

京ヶ瀬 
圏域 

事業所数 ー ー ー ー ー 

定員数 ー ー ー ー ー 

水原 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 29 29 29 29 29 

笹神 
圏域 

事業所数 ー ー ー ー ー 

定員数 ー ー ー ー ー 

合計 
事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 29 29 29 29 29 
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単位：ヶ所、人 

 
2017年度 
（Ｈ29年度） 

2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

2025年度 
（Ｈ37年度） 

認知症対応型 
共同生活介護 

安田 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 18 18 18 18 18 

京ヶ瀬 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 18 18 18 18 18 

水原 
圏域 

事業所数 2 2 2 2 2 

定員数 36 36 36 36 36 

笹神 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 18 18 18 18 18 

合計 
事業所数 5 5 5 5 5 

定員数 90 90 90 90 90 

地域密着型介護
老人福祉施設入
所者生活介護 

安田 
圏域 

事業所数 ー ー ー ー ー 

定員数 ー ー ー ー ー 

京ヶ瀬 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 29 29 29 29 29 

水原 
圏域 

事業所数 2 2 2 2 2 

定員数 49 49 49 49 49 

笹神 
圏域 

事業所数 ー ー ー ー ー 

定員数 ー ー ー ー ー 

合計 
事業所数 3 3 3 3 3 

定員数 78 78 78 78 78 

地域密着型通所
介護 

安田 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 18 18 18 18 18 

京ヶ瀬 
圏域 

事業所数 ー ー ー ー ー 

定員数 ー ー ー ー ー 

水原 
圏域 

事業所数 2 2 2 2 2 

定員数 20 20 20 20 20 

笹神 
圏域 

事業所数 1 1 1 1 1 

定員数 17 17 17 17 17 

合計 
事業所数 4 4 4 4 4 

定員数 55 55 55 55 55 
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（３）サービス基盤の整備予定 

第７期計画期間におけるサービス提供基盤の整備については、第６期計画までの整

備状況を踏まえたうえで、介護保険サービスの利用状況、事業者からの意向調査、介

護老人福祉施設入所待機者数及び今後の施策等を勘案し、整備時期を検討します。 

居宅介護を支援するサービスでは、平成26（2014）年度に整備計画し開設希望事

業所がなかった地域密着型サービスの小規模多機能型居宅介護について整備時期を検

討します。 

施設・居住系サービスについては、一人暮らし高齢者や高齢者世帯及び認知症高齢

者の増加を見込み、第６期計画で開設を平成30（2018）年度以降と予定していた58

床（ミニ特）の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について整備時期を検討

します。 

図表 サービス基盤の整備予定数 

単位：人 

 2016年度 
（Ｈ28年度） 

2017年度 
（Ｈ29年度） 

2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

小規模多機能型居宅
介護 

25（第５期 
計画分） 
未整備 

― ― ― ― 

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活
介護 

 
― 

58（開設は 
H30年以降） 

未整備 
― ― ― 

※未整備分は第７期計画期間中に整備時期を検討する。  
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第２節 介護保険サービスの見込み 

１ 居宅サービス等の利用見込み 

（１）訪問介護 介 

訪問介護員や介護福祉士が要支援・要介護者の居宅を訪問して、入浴、排せつ、食

事等の介護や、調理・掃除・洗濯等の家事、生活等に関する相談・助言等、日常生活

上の必要な世話を行うサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案して、第７期計画期間のサービス量を次表のとお

りに見込みました。 

図表 訪問介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 153,142  138,399  126,950  137,850  138,622  139,342  140,962  

人数（人） 236  216  195  209  210  211  213  

※予防給付は、平成 29（2017）年度から総合事業に移行 

（２）訪問入浴介護 介・予 

訪問入浴介護は、要支援・要介護者の居宅を入浴車等で訪問して、浴槽を提供して入

浴の介護を行うサービスです。重度の利用者が中心となっており、利用実績から予防給

付の利用を見込んでいません。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案して、第７期計画期間のサービス量を次表のとお

りに見込みました。 

図表 訪問入浴介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 9,738  12,083  12,900  13,687  13,693  13,693  13,693  

人数（人） 14  15  17  17  17  17  17  

予防 

給付 

給付費（千円） 233  79  0  0  0  0  0  

人数（人） 1  0  0  0  0  0  0  
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（３）訪問看護 介・予 

訪問看護は、訪問看護ステーションや病院・診療所の看護師等が、要支援・要介護

者の居宅を訪問して、療養上の世話や必要な診療の補助を行うサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案して、第７期計画期間のサービス量を次表のとお

りに見込みました。家族介護者が医療的なケアへの困難さから在宅介護に限界を感じ

るケースが多いと考えられることから、今後、重度者の在宅介護を支援するためには

必要なサービスと位置づけて、提供基盤の整備に努めます。 

図表 訪問看護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 33,572  28,366  37,021  38,151  38,480  38,747  39,503  

人数（人） 101  95  105  109  110  111  113  

予防 

給付 

給付費（千円） 3,920  5,456  8,203  5,729  5,732  5,732  6,409  

人数（人） 15  21  28  26  26  26  29  

（４）訪問リハビリテーション 介・予 

訪問リハビリテーションは、病院及び介護老人保健施設の理学療法士等が、要支援・

要介護者の居宅を訪問して、理学療法、作業療法その他の必要なリハビリテーション

を行うサービスです。要支援・要介護者のうち、医療的（急性期）リハビリテーショ

ンを終えた人や、病気療養中に身体的機能の低下した人で、居宅でリハビリテーショ

ンが必要であると主治医が認めた人が対象となります。 

◆サービス必要量の見込み 

下記のサービス利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後見込まれる居宅サービス利

用者数を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 訪問リハビリテーションの実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 103  0  0  508  509  509  509  

人数（人） 0  0  0  2  2  2  2  

予防 

給付 

給付費（千円） 0  314  203  316  316  316  316  

人数（人） 0  1  1  1  1  1  1  
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（５）居宅療養管理指導 介・予 

居宅療養管理指導は、通院が困難な要介護者に対して、病院、診療所または薬局の

医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士が自宅を訪問して行う療養上の管

理、指導等のサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記のサービス利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後見込まれる居宅サービス利

用者数を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 居宅療養管理指導の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 2,388  2,368  3,196  3,305  3,385  3,462  3,550  

人数（人） 33  31  39  44  45  46  47  

予防 

給付 

給付費（千円） 507  638  751  796  850  903  957  

人数（人） 8  9  9  11  12  13  14  

（６）通所介護 介 

通所介護は、要介護者が通所介護施設（デイサービスセンター）等に通い、入浴や

排せつ、食事の提供等の介護や日常生活上の世話及び機能訓練を受けるサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みとともに、従前から利用意向の高いサービスであること

を勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況等を考慮し、第７期計画期間

のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 通所介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 720,764  585,135  569,018  648,432  651,534  654,345  657,394  

人数（人） 808  639  605  675  678  681  684  

※予防給付は、平成 29（2017）年度から総合事業に移行 
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（７）通所リハビリテーション 介・予 

通所リハビリテーションは、要支援・要介護認定者が介護老人保健施設や病院など

に通い、心身の機能の維持回復を図るとともに日常生活の自立を助けるための理学療

法、作業療法、その他必要なリハビリテーションを行うサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みとともに、リハビリテーションへのニーズを勘案しつつ、

今後の利用者数ならびに要介護度の状況等を考慮し、第７期計画期間のサービス量を

次表のとおりに見込みました。 

図表 通所リハビリテーションの実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 53,408  51,576  52,619  53,862  53,886  53,886  53,886  

人数（人） 61  61  61  61  61  61  61  

予防 

給付 

給付費（千円） 6,191  7,096  9,423  10,416  10,865  11,309  11,752  

人数（人） 15  18  23  27  28  29  30  

（８）短期入所生活介護 介・予 

短期入所生活介護は、要支援・要介護者が老人短期入所施設や介護老人福祉施設等

に短期間入所して、その施設で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の

世話及び機能訓練を受けるサービスです。対象者は、一時的に居宅において日常生活

を営むことに支障が生じた要支援・要介護者となります。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みとともに、通所介護と同様、従前から利用意向の高いサ

ービスであることを勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況等を考慮し、

第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 短期入所生活介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 359,470  324,096  319,481  343,767  344,843  345,765  346,688  

人数（人） 334  299  281  319  320  321  322  

予防 

給付 

給付費（千円） 4,595  5,757  6,457  7,609  7,612  7,612  7,612  

人数（人） 9  15  17  20  20  20  20  
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（９）短期入所療養介護（老健） 介・予 

短期入所療養介護は、要支援・要介護者が介護老人保健施設等に短期間入所して、

看護、医学的管理下の介護、機能訓練等の必要な医療や日常生活上の世話を受けるサ

ービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みとともに、今後の利用者数ならびに要介護度の状況等を

考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 短期入所療養介護（老健）の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 439  1,628  3,573  1,429  1,430  1,430  1,430  

人数（人） 1  2  4  2  2  2  2  

予防 

給付 

給付費（千円） 0  0  0  495  495  495  495  

人数（人） 0  0  0  1  1  1  1  

（10）短期入所療養介護（病院等） 介・予 

短期入所療養介護は、要支援・要介護者が介護療養型医療施設等に短期間入所して、

看護、医学的管理下の介護、機能訓練等の必要な医療や日常生活上の世話を受けるサ

ービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みとともに、今後の利用者数ならびに要介護度の状況等を

考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 短期入所療養介護（病院等）の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 16,799  27,985  18,502  18,637  18,646  18,646  18,646  

人数（人） 12  15  9  12  12  12  12  

予防 

給付 

給付費（千円） 0  95  0  0  0  0  0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  
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（11）福祉用具貸与 介・予 

福祉用具貸与は、要支援・要介護認定者に対して日常生活上の便宜を図るとともに

機能訓練や介護者の負担軽減のための福祉用具を貸与するサービスです。貸与の対象

となる用具は、車いす、車いす付属品（クッション、電動補助装置等）、特殊寝台、

特殊寝台附属品（マット、サイドレール等）、床ずれ予防用具、体位変換器、手すり、

スロープ、歩行器、歩行補助杖、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフト、自動排せ

つ処理装置の13品目が指定されています。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況

等を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 福祉用具貸与の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 98,372  93,318  89,265  92,219  92,219  92,219  92,219  

人数（人） 633  608  570  600  600  600  600  

予防 

給付 

給付費（千円） 8,694  10,880  12,523  14,337  15,515  16,694  17,934  

人数（人） 152  183  211  243  263  283  304  

（12）福祉用具購入費 介・予 

福祉用具の中には、利用者の肌に触れて使用される入浴用や排せつ用の用具のよう

に、他人が使用した物を使うには抵抗感があるなど、使用した結果として品質が劣化

して再度の利用に適さない物があります。このような福祉用具については、特定福祉

用具として、貸与ではなく購入費の支給の形で介護保険の給付対象としています。特

定福祉用具として給付対象になっているものは、腰掛け便座、自動排せつ処理装置の

交換可能部品、入浴補助用具、簡易浴槽、移動用リフトのつり具の５品目があります。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況

等を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 
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図表 福祉用具購入費の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 2,254  2,930  2,850  3,035  3,035  3,035  3,035  

人数（人） 10  10  10  10  10  10  10  

予防 

給付 

給付費（千円） 965  1,174  1,414  1,031  1,031  1,031  1,031  

人数（人） 4  4  5  4  4  4  4  

（13）住宅改修費 介・予 

住宅改修費は、要支援・要介護者が居宅で生活しようとするときに、家での生活に

支障を来すことにならないように、住宅改修の費用を償還する給付サービスです。 

具体的には、手すりの取付け、段差の解消、滑りの防止・移動の円滑化のための床

材または道路面の材料の変更、引き戸等の扉の取り替え、洋式便器等への便器の取り

替え、その他上記に付帯して必要な工事の６種類が給付対象となっています。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況

等を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 住宅改修費の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 10,430  8,159  6,144  8,852  8,852  8,852  8,852  

人数（人） 8  7  5  7  7  7  7  

予防 

給付 

給付費（千円） 4,889  5,014  4,485  5,237  5,237  5,237  5,237  

人数（人） 5  4  4  4  4  4  4  

（14）特定施設入居者生活介護 介・予 

特定施設入居者生活介護は、特定施設（有料老人ホーム等）に入居している要支援・

要介護者に対して提供される入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、

機能訓練及び療養上の世話といったサービスを介護保険の給付とするものです。特定

施設自体は施設ですが、介護保険法上、提供される介護やリハビリサービスは居宅サ

ービスと位置づけられています。 

特定施設入居者生活介護の対象となる施設は、指定基準に合致する施設として都道

府県知事の指定を受けた有料老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）及び高齢者

専用賃貸住宅のうち十分な居住水準を満たす施設が対象となっています。  
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◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、サービス提供基盤を考慮し、第７期計画

期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 特定施設入居者生活介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 74,998  92,438  118,745  100,693  100,738  100,738  100,738  

人数（人） 35  44  54  47  47  47  47  

予防 

給付 

給付費（千円） 8,603  10,152  11,594  13,777  14,908  15,592  16,716  

人数（人） 9  12  11  15  16  17  18  

２ 地域密着型サービス等の利用見込み 

（１）小規模多機能型居宅介護 介・予 

小規模多機能型居宅介護は、要支援・要介護になっても住み慣れた自宅や地城にお

いて在宅生活を継続することを支える観点から、地域住民との交流や地域活動への参

加を図りながら、利用者の心身の状況や希望を踏まえて、「通い」サービスを中心と

して、随時「訪問」サービス、「泊まり」サービスを組み合わせて提供するサービス

です。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況

等を考慮し、第７期期間中のサービス量を次表のとおりに見込みました。第６期で整

備予定とした計画は第７期期間中に整備時期を検討します。 

図表 小規模多機能型居宅介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 52,822  54,054  68,885  58,128  58,154  59,745  112,597  

人数（人） 23  24  27  25  25  26  48  

予防 

給付 

給付費（千円） 488  1,951  959  1,844  1,844  2,767  3,689  

人数（人） 1  2  1  2  2  3  4  
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（２）認知症対応型共同生活介護 介・予 

認知症対応型共同生活介護は、認知症と診断された高齢者が入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練を受けながら共同生活を営むグループホ

ームです。介護保険法上、居宅サービスと位置づけられています。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用状況等を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込み

ました。 

図表 認知症対応型共同生活介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 234,227  237,640  250,779  248,400  248,511  248,511  248,511  

人数（人） 95  84  85  87  87  87  87  

予防 

給付 

給付費（千円） 2,676  1,562  87  2,691  2,693  2,693  2,693  

人数（人） 1  1  0  1  1  1  1  

（３）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 介 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、入所定員が29人以下の小規模な特

別養護老人ホームにおいて、要介護者に対し、入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みに加え、今後の利用者数ならびに要介護度の状況を考慮

し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。第６期で整備予定

とした計画は第７期期間中に整備時期を検討します。 

図表 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 182,349  200,739  265,210  253,247  253,360  253,360  423,362  

人数（人） 59  65  84  82  82  82  137  
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（４）地域密着型通所介護 介 

地域密着型通所介護は、要介護者が小規模の通所介護施設（デイサービスセンター）

等に通い、入浴や排せつ、食事の提供等の介護や日常生活上の世話及び機能訓練を受

けるサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みとともに、従前から利用意向の高いサービスであること

を勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況等を考慮し、第７期計画期間

のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 地域密着型通所介護の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円）  105,571  102,685  107,887  107,935  107,935  107,935  

対象人数（人）  146  139  140  140  140  140  

３ 施設サービスの利用見込み 

（１）介護老人福祉施設 介 

介護老人福祉施設は、寝たきりや認知症のために常時介護を必要とする人で、自宅

での生活が困難な人に生活全般の介護を行う施設です。従来から老人福祉法で特別養

護老人ホームとして整備されてきましたが、介護保険法では、都道府県知事の指定を

受けた施設を指定介護老人福祉施設として、保険給付の対象としています。 

特別養護老人ホームは、老人福祉法上で65歳以上の高齢者を入所対象としています

が、介護保険法では、特定疾病により要介護状態にある40～64歳未満の第２号被保

険者も利用ができます。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みに加え、平成28（2016）年度の整備の実績を勘案しつ

つ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況を考慮し、第７期計画期間のサービス量

を次表のとおりに見込みました。 

図表 介護老人福祉施設の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 1,088,973  1,218,695  1,272,343  1,274,884  1,275,455  1,275,455  1,275,455  

人数（人） 381  430  434  446  446  446  446  
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（２）介護老人保健施設 介 

介護老人保健施設は、慢性期医療と機能訓練によって在宅への復帰を目指す施設です。 

昭和61（1986）年の老人保健法の改正で老人保健施設として制度化され、病状が

安定し、リハビリを重点においた介護が必要な方が対象で、医療ケアと生活サービス

を一体的に提供することにより、その在宅復帰の促進に貢献してきました。このため

介護保険法において施設サービスを担う介護老人保健施設として位置づけられ、給付

の対象としています。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みに加え、今後の利用者数ならびに要介護度の状況を考慮

し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 介護老人保健施設の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 444,646  369,530  319,749  372,254  377,865  383,310  388,754  

人数（人） 146  123  106  123  125  127  129  

（３）介護療養型医療施設 介 

介護療養型医療施設は、脳卒中や心臓病などの急性期の治療が終わり、病状が安定

期にある要介護高齢者のための長期療養施設です。介護療養型医療施設では、療養上

の管理、看護、医学的管理下の介護等の世話、機能訓練等の必要な医療が行われてい

ます。 

本計画期間中における介護老人保健施設等への転換は見込まないこととしました。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、横ばいに推移するものと見込みました。 

図表 介護療養型医療施設の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 125,862  82,762  63,526  89,489  89,529  89,529    

人数（人） 35  24  20  26  26  26    
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（４）介護医療院 介 

介護医療院は、要介護者に対して「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話(介

護)」を一体的に提供する施設です。病院または診療所から新施設に転換した場合には、

転換前の名称を引き続き使用することができます。 

本計画期間中における介護療養型医療施設の介護医療院への転換は見込まないこと

としました。 

◆サービス必要量の見込み 

現行の介護療養型医療施設が平成35（2023）年度末までに介護医療院へ転換する

と仮定し見込みました。 

図表 介護医療院の見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円）       0  0  0  89,529  

人数（人）       0  0  0  26  

４ その他サービスの利用見込み 

（１）居宅介護支援・介護予防支援 介・予 

要介護認定者が、居宅介護支援事業者に居宅サービス計画の作成を依頼する場合（施

設の場合には、施設が施設サービス計画を作成）と要支援認定者が、地域包括支援セ

ンターに介護予防サービス計画の作成を依頼する場合に発生するサービスです。 

◆サービス必要量の見込み 

下記の利用実績及び見込みを勘案しつつ、今後の利用者数ならびに要介護度の状況

等を考慮し、第７期計画期間のサービス量を次表のとおりに見込みました。 

図表 居宅介護支援・介護予防支援の実績と見込み 

 

実 績 見 込 計   画 

2015年度 
(Ｈ27年度) 

2016年度 
(Ｈ28年度) 

2017年度 
(Ｈ29年度) 

2018年度 
(Ｈ30年度) 

2019年度 
(Ｈ31年度) 

2020年度 
(Ｈ32年度) 

2025年度 
(Ｈ37年度) 

介護 

給付 

給付費（千円） 183,678  173,867  168,902  173,842  174,820  175,719  179,223  

人数（人） 1,073  1,022  974  1,021  1,026  1,031  1,051  

予防 

給付 

給付費（千円） 17,205  20,948  21,979  21,438  21,879  22,310  23,172  

人数（人） 319  391  409  398  406  414  430  
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第３節 介護保険料 

１ 標準給付費及び地域支援事業費の見込み 

平成30（2018）年度から平成32（2020）年度までの各年度における、標準給付費

及び地域支援事業費は、次表のとおりに見込みました。 

図表 標準給付費の見込み額 

単位：千円 

 
2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

合 計 
2025年度 
（Ｈ37年度） 

総給付費※１ 4,127,200  4,192,592  4,259,158  12,578,950  4,508,502  

特定入所者介護 
サービス費等給付額※２ 

289,917  299,971  310,025  899,913  360,295  

高額介護 
サービス費等給付額 

76,410  76,410  76,410  229,231  76,410  

高額医療合算 
介護サービス費等給付額 

10,054  10,054  10,054  30,162  10,054  

算定対象審査支払手数料 2,200  2,200  2,200  6,600  2,200  

標準給付費見込額 4,505,781  4,581,228  4,657,847  13,744,857  4,957,461  

※１ 一定以上所得者負担の調整後 
※２ 資産等勘案調整後 
※千円未満を四捨五入しているため、合計値が合わない場合があります。 

 

図表 地域支援事業費の見込み額 

単位：千円 

 
2018年度 
（Ｈ30年度） 

2019年度 
（Ｈ31年度） 

2020年度 
（Ｈ32年度） 

合 計 
2025年度 
（Ｈ37年度） 

地域支援事業費 288,080  303,161  318,242  909,483  393,647  

 総合事業費 201,080  216,161  231,242  648,483  306,647  

 
包括的支援事業・ 
任意事業費 

87,000  87,000  87,000  261,000  87,000  
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２ 保険料基準額の算定 

第７期介護保険料基準額（月額）の試算 

＜第７期の総介護事業費（平成 30(2018)～32(2020)年度の３か年分）＞ 

○総介護事業費（素案）約 145億円（第６期）  約 147億円（第７期） 

（約 1.4％増） 

 

※ 総介護事業費 ＝ 介護保険サービスにかかる保険給付費 ＋地域支援事業費 

 

《 主な増加要因 》 

① 第１号被保険者負担割合が 22％⇒23％（１％増加） 

② 介護報酬改定（0.54％増加） 

③ 消費税の見直し等を勘案した影響（1.2％増加） 

④ 高齢化の進展に伴う要介護認定者数の増加 

⑤ 介護保険サービスの充実による利用量の増加 

・居宅サービス（訪問介護、通所介護、ショートステイ等） 

・施設サービス（特別養護老人ホーム等） 

＜第１号被保険者の保険料基準額の算定方法＞ 

（（標準給付費見込額＋地域支援事業費（第７期））×23％（第１号被保険者負担割合） 

－調整交付金－準備基金取崩額（7,700万円））÷第１号被保険者数（第７期の３年間の累計

人数）÷12 か月＝保険料基準額（月額） 

注）基本的に上記算定式にて保険料基準額（月額）を算定しますが、75 歳以上高齢者数、第１号被保険者の所得分

布により決定します。 

 

＜第７期の介護保険料基準額（月額）＞ 

保険料額 6,486円 
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３ 介護保険料の 11 段階設定 

高齢化がますます伸展する現状では、介護保険料の上昇は避けられない状況となってい

ます。そうした状況下において、国が示した標準所得段階９段階に２段階を加え、所得段

階に応じた介護保険料を設定することで低所得者への負担軽減となるよう、所得段階を

11段階に分けた介護保険料を設定しています。 

図表 第７期所得段階別保険料の設定 

所得段階 調整率 対象者 
対象者数

(人) 
（３年間） 

保険料(円) 
月額 

（年額） 

第１段階 基準額の45％ 
生活保護受給者 
または住民税非課税世帯 
(課税年金収入等が 80 万円以下) 

5,025 
2,919  

（35,000） 

第２段階 基準額の75％ 
住民税非課税世帯 
(課税年金収入等が 80 万円超 120 万円以下) 

2,766 
4,865  

（58,300） 

第３段階 基準額の75％ 
住民税非課税世帯 
(課税年金収入等が 120 万円超) 

2,543 
4,865  

（58,300） 

第４段階 基準額の90％ 
本人住民税非課税者 
(課税年金収入等が 80 万円以下) 

7,885 
5,838  

（70,000） 

第５段階 基準額 
本人住民税非課税者 
(課税年金収入等が 80 万円超) 

10,134 
6,486  

（77,800） 

第６段階 基準額の120％ 
本人住民税課税者 
(本人所得が 120 万円未満) 

6,820 
7,784  

（93,400） 

第７段階 基準額の130％ 
本人住民税課税者 
(本人所得が 120 万円以上 160 万円未満) 

2,090 
8,432  

（101,100） 

第８段階 基準額の140％ 
本人住民税課税者 
(本人所得が 160 万円以上 200 万円未満) 

1,406 
9,081  

（108,900） 

第９段階 基準額の150％ 
本人住民税課税者 
(本人所得が 200 万円以上 240 万円未満) 

773 
9,729  

（116,700） 

第10段階 基準額の160％ 
本人住民税課税者 
(本人所得が 240 万円以上 300 万円未満) 

663 
10,378  

（124,500） 

第11段階 基準額の170％ 
本人住民税課税者 
(本人所得が 300 万円以上) 

1,318 
11,027  

（132,300） 
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第６章 計画の推進・評価 

第１節 計画の運用に関するＰＤＣＡサイクルの推進 

高齢者の自立支援や重度化防止の取組を推進するためには、PDCAサイクルを活用し

て本市の保険者機能の強化を行います。そのため、平成29（2017）年の法改正を受け、

地域課題を分析して地域の実情に則した高齢者の自立支援や重度化防止の取組に関する

目標を計画に記載し、目標に対する実績評価と評価結果の公表を行います。また、実績の

評価結果については県へ報告することが義務化されました。 

 

第２節 計画の進行管理と評価 

１ 進行管理 

本計画に基づく事業を円滑に推進していくためには、計画の進捗状況やサービスの利用

状況などを定期的に把握するとともに、市民にすみやかに公表し、計画策定と同様に市民

の意見を反映させていくことが重要になります。 

そのため、毎年度、本計画の進捗状況を調査し、社会の情勢や市民の意向を踏まえなが

ら、計画の効果的な推進に向けて適切な見直しを行っていきます。 

２ 事業の点検・評価 

計画の効果的な実施を進めるためには、計画に定めた内容についての継続的な調査と点

検・評価が必要です。 

介護保険給付においては、要介護認定等の申請や認定結果のデータなどを活用しながら、

寝たきりの高齢者や認知症高齢者など介護を要する高齢者の人数を適宜把握するととも

に、施設サービスや居宅サービス、地域密着型サービスの利用状況、さらにはサービス事

業者の事業に関する意向などを確認しながら、各年度において計画の達成状況を点検・評

価します。 

各施策・事業についても、サービスの利用量やサービス事業者の供給量を確認、分析す

るだけではなく、利用者が満足するサービスの提供がなされているかなどアウトカムの視

点から施策評価を行い、事業の改善を進め、適正な運用を目指します。 

同様に、地域支援事業においても、本計画に定める目標値の達成状況等の検証を通じ、

各事業の事業評価を行い、その結果に基づき、事業の実施方法の改善を図ります。 
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第３節 各主体の役割 

本計画は、高齢者を中心とした保健・医療・福祉・介護にかかる事業のほか、お互いに

支え合う地域社会の形成までを含むものです。そのため、行政のみならず、市民、地域社

会、事業者がそれぞれの役割と連携のもとに協働して取り組むことが重要になります。 

１ 市民・家庭 

市民一人ひとりは、生涯を通じて自らの健康に関心を持ち、その保持・増進に努めると

ともに、趣味や学習、社会参加等の活動を通じての自己実現を図ること、老後を安心して

暮らせるよう資産形成に努めることなど、主体的・積極的に人生を送ることが望まれます。 

とりわけ高齢者は、老後を単に余生として過ごすのではなく、気力と体力に応じて社会

とのつながりを積極的に広げ、その豊富な経験や技能等を社会に還元することが求められ

ています。また、ボランティア活動への主体的な参加など、自分や地域のために自分がで

きることを実行することが求められています。 

一方、社会の基礎的な単位である家庭については、より一層のふれあい、いたわりとい

った心を育て、人と人とがともに生きる心を養う基盤としての役割が求められています。 

２ 地域社会 

地域社会は、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の増加、核家族化の進展などに伴

い、地域における相互扶助の重要性がますます高まっています。そのため、市民あるいは

家族同士のつきあいからボランティア活動をはじめとする社会的活動に至るまで、さまざ

まな連帯意識の醸成を図り、心と心をつなぐ福祉コミュニティを形成していくことが求め

られています。 

他方、福祉や健康増進にかかわるさまざまな組織・団体は、その主体的な活動を通して

地域での相互支援を一層広げるための働きかけを行っていくことが望まれています。特に

社会福祉協議会には、これまで以上に自主性を高めるとともに、地域の連帯と支援の輪を

広げていく中核機関としての役割が期待されています。 

３ 介護サービス事業者 

高齢者福祉サービスの中心である介護サービス事業者においては、良質なサービスを提

供し、市民の介護保険サービスの信頼性を確立するという役割のほか、地域社会の構成員

であるという自覚のもと、その識見や技術で地域に貢献するという役割も求められています。 
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４ 市（行政） 

市は、持続可能な介護保険制度の適切な運営に向けて、被保険者の資格管理をはじめ、

適正な要介護・要支援認定、介護保険サービスの確保、保険料の徴収などに努めていきま

す。さらに、各主体が自分の役割を果たすことのできるような環境整備に努めるとともに、

市民ニーズを的確に把握しながら、地域の特性に応じたきめ細かな高齢者保健福祉施策を

総合的・一体的に推進していきます。 

また、福祉事業・保健事業、その他生涯学習、社会参加、バリアフリー化などの関連施

策等の実施のため、関係各課の十分な連携をとって適切な対応を図ります。 

施策の展開にあたっては、施策の形成過程も含めて市民参加の機会の拡充に努めるとと

もに、市民生活に必要な情報を積極的に提供し、市民参加による行政運営に努めていきます。 
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資 料 編 

１ 阿賀野市高齢者福祉計画及び阿賀野市介護保険事業計画策定委員会

条例 
平成 16 年 4 月 1 日 

条例第 136 号 

(設置) 

第 1 条 老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 20 条の 8 及び介護保険法(平成 9 年法律

第 123 号)の規定に基づき、阿賀野市高齢者福祉計画及び阿賀野市介護保険事業計画(以下

「市計画」という。)を策定するため阿賀野市高齢者福祉計画及び阿賀野市介護保険事業計

画策定委員会(以下「委員会」という。)を置く。  

(所掌事務)  

第 2 条 委員会は、市長の諮問に応じ、市計画について調査審議する。  

(組織) 

第 3 条 委員会は、15 人以内の委員で組織する。  

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。  

(1)関係行政機関の職員  

(2)保健医療関係者  

(3)福祉関係者  

(4)前 3 号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者  

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、3 年とする。ただし、再任は妨げない。  

2 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

(委員長及び副委員長)  

第 5 条 委員会には、委員長及び副委員長各 1 人を置き、委員の互選により定める。  

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。  

(会議)  

第 6 条 委員会の会議は、委員長が招集する。  

2 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。  

(庶務)  

第 7 条 委員会の庶務は、高齢福祉課において処理する。  

(委任) 

第 8 条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定

める。  

 

附 則  

この条例は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。  

附 則(平成 17 年条例第 16 号)  

この条例は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。  

附 則(平成 19 年条例第 21 号)  

この条例は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 20 年条例第 57 号)  

この条例は、平成 21 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 25 年条例第 9 号)  

この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

阿賀野市策定委員会（委員名簿） 

NO 所属名 職 名 氏  名 

１ あがの市民病院院長 委員長 藤森 勝也  

２ 特別養護老人ホーム はぐろの里 園長 副委員長 浅 間  信  

３ 
新発田地域振興局健康福祉環境部 

地域福祉課課長 
委員 田 中  晋  

４ 京ヶ瀬診療所医師 委員 島田 克己  

５ アイザワ歯科医院歯科医師 委員 相沢 雄司  

６ デイサービスセンター第二わかばの里 管理者 委員 渡 邉  実  

７ ケアセンターウイング訪問介護ステーション 委員 相川 久美子 

８ 居宅介護支援センターあが 委員 渡辺 茎子  

９ 阿賀野市安田地区民生児童委員協議会会長 委員 石井 誠一  

任期：平成28（2016）年10月１日～平成31（2019）年９月30日 

２ 計画の策定経過 

回 数 開催日 会議内容 

第１回 平成29（2017）年８月17日 

委員長・副委員長の選任、第６期介護保険事業計画等の状
況、第７期介護保険事業計画のポイント、阿賀野市介護予
防・日常生活圏域ニーズ調査等の結果報告、今後のスケジュ
ールについて 

第２回 平成29（2017）年12月22日 
高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画（骨子案）、第7
期介護保険料の試算結果（介護報酬改定前）について 

第３回 平成30（2018）年2月15日 
パブリックコメントの実施結果について、第7期高齢者福祉計
画・介護保険事業計画（最終案）について、第7期介護保険
料の試算結果について 

３ 第７期介護保険事業計画パブリックコメント 

パブリックコメントは、阿賀野市高齢者福祉計画・第7期介護保険事業計画（案）をも

とに、平成30（2018）１月10日～２月８日の期間で実施しました。 

意見募集期間 内  容 

平成30（2018）年1月10日～2月8日 
阿賀野市高齢者福祉計画・第7期介護保険事業計画
（案）について 
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